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はじめに 

県では、平成 21 年に制定した、神奈川県犯罪被害者等支援条例に基づき、現在、

令和元年度から令和５年度までを計画期間とする「第３期神奈川県犯罪被害者等支

援推進計画」（以下「第３期計画」という。）を策定し、犯罪被害者等支援に関す

る総合的かつ長期的な目標や施策の方向、県が取り組むべき犯罪被害者等支援施策

を定め、各種支援等に取り組んでいます。 

本冊子は、施策・事業の進捗状況を点検するため、第３期計画の施策の体系に沿

って、令和元度から令和５年度までの施策・事業の実施状況を取りまとめたもので

す。 



■ 体系図  Ｐ１～Ｐ２

第３期計画に位置付けられた施策の体系を示しています。

各施策ごとの目次も兼ねています。

■ 犯罪被害者等支援施策・事業の実施状況 Ｐ３～Ｐ13

施策・事業について、令和元年度から令和５年度の実施状況を記載しています。

本冊子の構成 



体系図　

犯罪被害者等を温かく支える地域社会づくりを目指して

基本目標１ 犯罪等により壊された日常生活の早期回復

基本目標２ 犯罪被害者等を支える地域社会の形成
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　施策の基本方向１　総合的支援体制の充実と支援関係機関との連携

③再被害防止・安全の確保に向けた関係機関との連携

③弁護士による法律相談の実施【再掲】

④民間支援団体等への活動支援

⑤自主防犯活動団体等への情報の提供等

⑥海外における犯罪被害者等に対する情報提供等

　施策の基本方向２　日常生活回復に向けたきめ細かい支援の提供

①かながわ犯罪被害者サポートステーションの運営、充実

④緊急支援の推進

①支援関係機関ネットワークの充実

②警察署被害者支援ネットワークを母体とした
地域レベルでの運動の展開

　具体的施策(1)
　総合的支援体制の充実

　具体的施策(2)
　地域における支援体制の充実

　具体的施策(3)
　支援関係機関の連携強化

①市町村の取組支援と連携の推進

③サポートステーションと「かならいん」の広報の強化

②性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター
「かならいん」の運営と相談・支援機能の充実・強化

⑧性犯罪被害者の緊急避妊等に対する経費の負担

　具体的施策(2)
　法律問題の解決への支援

⑤緊急避難場所（ホテル等）の提供【再掲】

①生活資金貸付の実施

②犯罪被害給付制度の周知等

　具体的施策(1)
　経済的負担の軽減

④臨床心理士等によるｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等の心理的支援の実施【再掲】

　具体的施策(3)
　日常生活の支援

①付添支援の実施
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②生活支援の充実

③ＤＶ被害者や被虐待児童に対する自立支援等の実施

①弁護士による法律相談の実施

②刑事手続等の適切な情報提供

⑥事情聴取時にかかる旅費の支給

⑦司法解剖時の遺体搬送費・修復費に対する経費の負担
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②個別専門的な支援体制との連携
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13 P32

14 P32

15 P32

P32

P32

P33

P33

P33

P33

16 P34

17 P34

P34

④ＤＶ被害者の住居の確保への助言 P34

 関連部局　くらし安全防災局　福祉子どもみらい局　健康医療局　県土整備局　教育局　警察本部

18 P35
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20 P36
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 関連部局　くらし安全防災局　福祉子どもみらい局　教育局  警察本部

21 P38

22 P38

23 P38

24 P39

P39

 関連部局　くらし安全防災局　福祉子どもみらい局　健康医療局　教育局  警察本部

〇24本の重点的取組は、太枠で囲んで表記。（右側に通し番号     ～      を付記）

〇重点的取組のうち、８本の充実・強化する取組は、太枠に白文字で表記

（右側に番号 2 3 5 12 17 19 22 23 を付記）

　具体的施策(1)
　犯罪被害者等を支える人材の育成

②支援者、相談員等に対する研修等の実施

③支援者、相談員等を支える取組の実施

④支援ボランティア登録制度の運用

⑤専門性の強化促進

⑧高次脳機能障害があり生活に困難を生じている方への支援

③自助グループの紹介

④犯罪被害者等に対する適切な医療の提供

⑤少年等に対する相談、精神的ケアの充実

⑥被虐待児童、高齢者、障がい者への対応　　【1(3)②の再掲】

⑦人権教育、犯罪防止教育の推進

②犯罪被害者等理解促進講座の実施

③県安全・安心まちづくり推進協議会を母体とした県民運動の展開

④様々な機会・媒体を用いた情報の提供

⑦ＤＶ被害、ストーカー被害への対応　【1(3)②再掲】

　具体的施策(4)
　心身に受けた影響からの回復

⑥いのちの大切さに関する教育の推進

③ＤＶ被害者等や被虐待児童の一時保護

①犯罪被害者等への理解についての普及啓発の推進

⑨犯罪被害者等の心情を考慮した環境、施設の整備

①緊急避難場所（ホテル等）の提供

②住居の確保への支援

　具体的施策(5)
　一時的な住居の提供等

　具体的施策(1)
　県民・事業者の理解の促進

　施策の基本方向３　県民・事業者の理解の促進

①臨床心理士等によるｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等の心理的支援の実施

②精神科の受診の支援

⑤交通事故防止についての普及啓発の推進

①犯罪被害者等支援員養成講座の実施

　施策の基本方向４　犯罪被害者等を支える人材の育成
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犯罪被害者等支援施策・事業の実施状況 調査票１
*ゴシックは重点的取組

概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況

①かながわ犯罪被害者サポートステーションの運営、充実
〇事件後の初期的支援から中長期的
支援に至るまで、一つの窓口で必要
とする情報や支援を一元的に受ける
ことができる｢場｣として、｢かなが
わ犯罪被害者サポートステーショ
ン｣を運営し、関係機関と連携し
て、犯罪被害者等に対して総合的に
きめ細かい支援を提供します。
・サポートステーションにおける相
談、法律相談やカウンセリングなど
各種支援の提供

・被害者等の状況に応じた案内シー
ト（利用可能な支援と支援提供窓口
を記載）の作成検討

○県、県警察、民間支援団体が一体と
なって支援を行う「かながわ犯罪被害者
サポートステーション」（以下｢サポート
ステーション」という。）を運営
・被害者等のニーズに応じた情報提供や
支援を実施
相談：999件
支援：1,630件

　　法律相談 　165件
カウンセリング  607件

　　付添支援　　   853件
　　一時的な住居の提供等 5件
    生活資金貸付         0件

・関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を作成
・市町村職員向け犯罪被害者等支援ハン
ドブック（改訂版）作成開始

○県、県警察、民間支援団体が一体と
なって支援を行う「かながわ犯罪被害者
サポートステーション」（以下｢サポート
ステーション」という。）を運営
・被害者等のニーズに応じた情報提供や
支援を実施

相談：875件
支援：1,313件

　　法律相談 　159件
カウンセリング  647件

　　付添支援　　     502件
　　一時的な住居の提供等 5件
    生活資金貸付         0件

・関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック（改訂版）」作成
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック増補版―特殊詐欺被害者から
の相談対応―」作成

○県、県警察、民間支援団体が一体と
なって支援を行う「かながわ犯罪被害者
サポートステーション」（以下｢サポート
ステーション」という。）を運営
・被害者等のニーズに応じた情報提供や
支援を実施
相談：955件
支援：1,122件

　　法律相談 　126件
カウンセリング  463件

　　付添支援　　     524件
　　一時的な住居の提供等 9件
    生活資金貸付         0件

・関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック（改訂版）」運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック増補版―特殊詐欺被害者から
の相談対応―」運用

○県、県警察、民間支援団体が一体と
なって支援を行う「かながわ犯罪被害者
サポートステーション」（以下｢サポート
ステーション」という。）を運営
・被害者等のニーズに応じた情報提供や
支援を実施

相談：866件
支援：1,307件

　　法律相談 　108件
カウンセリング  575件

　　付添支援　　     613件
　　一時的な住居の提供等 10件
    生活資金貸付         1件

・関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック（改訂版）」運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック増補版―特殊詐欺被害者から
の相談対応―」運用

○県、県警察、民間支援団体が一体と
なって支援を行う「かながわ犯罪被害者
サポートステーション」（以下｢サポート
ステーション」という。）を運営
・被害者等のニーズに応じた情報提供や
支援を実施

相談：1,291件
支援：1,587件

　　法律相談 　162件
カウンセリング  624件

　　付添支援　　     800件
　　一時的な住居の提供等 1件
    生活資金貸付        0件

・関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック（改訂版）」運用
・「市町村職員向け犯罪被害者等支援ハ
ンドブック増補版―特殊詐欺被害者から
の相談対応―」運用

②性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援センター「かならいん」の運営と相談・支援機能の充実・強化
○警察への届出を躊躇することの多
い性犯罪・性暴力の被害者が、いつ
でも安心して相談し、必要な支援が
ワンストップで受けられる「かなら
いん」の運営を継続しつつ、相談・
支援の充実を図ります。

○かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンス
トップ支援センター 「かならいん」（以
下「かならいん」という。）を運営
24時間365日対応の電話による相談や

情報提供、必要に応じて、面接相談、医
療機関の付添い受診、法律相談、カウン
セリング等の実施
相談：1,665件
支援：232件

○かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンス
トップ支援センター 「かならいん」（以
下「かならいん」という。）を運営
24時間365日対応の電話による相談や

情報提供、必要に応じて、面接相談、医
療機関の付添い受診、法律相談、カウン
セリング等の実施
相談：1,512件
支援：128件

○かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンス
トップ支援センター 「かならいん」（以
下「かならいん」という。）を運営

24時間365日対応の電話による相談や
情報提供、必要に応じて、面接相談、医
療機関の付添い受診、法律相談、カウン
セリング等の実施

相談：2,183件
支援：136件

○かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンス
トップ支援センター 「かならいん」（以
下「かならいん」という。）を運営

24時間365日対応の電話による相談や
情報提供、必要に応じて、面接相談、医
療機関の付添い受診、法律相談、カウン
セリング等の実施
相談：2,322件
支援：188件

○かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンス
トップ支援センター 「かならいん」（以
下「かならいん」という。）を運営

24時間365日対応の電話による相談や情
報提供、必要に応じて、面接相談、医療
機関の付添い受診、法律相談、カウンセ
リング等の実施

相談：2,571件
支援：205件

〇平成29年７月の刑法改正により、
強姦罪が強制性交等罪となり、被害
者が女性に限られなくなったことに
対するための相談・支援体制を検討
し、女性以外の被害者に対する相談
体制の構築等、可能なものから早期
に実施します。

○「男性及びLGBTs被害者のための専門
相談ダイヤル」（毎週火曜日（祝日、年
末年始を除く）16時～20時）を開設（Ｒ
元.10.1～）
　相談:20件

○「男性及びLGBTs被害者のための専門
相談ダイヤル」（毎週火曜日（祝日、年
末年始を除く）16時～20時）を開設（Ｒ
元.10.1～）
　相談:32件

○「男性及びLGBTs被害者のための専門
相談ダイヤル」（毎週火曜日（祝日、年
末年始を除く）16時～20時）を開設（Ｒ
元.10.1～）
　相談:17件

○「男性及びLGBTs被害者のための専門
相談ダイヤル」（毎週火曜日（祝日、年
末年始を除く）16時～20時）を開設（Ｒ
元.10.1～）
　相談:23件

○「男性及びLGBTs被害者のための専門相
談ダイヤル」（毎週火曜日（祝日、年末
年始を除く）16時～20時）を開設（Ｒ
元.10.1～）
　相談:27件

○ＳＮＳを活用した相談体制の構築
に向けた検討を開始します。

○ＳＮＳを活用した相談体制の検討
・「かながわDV相談LINE」のメニュー画
面に「かならいん」を表示（「かならい
ん」をタップすると県ホームページにア
クセス）
・連携可能な事例等を参考聴取

○ＳＮＳを活用した相談体制の検討
・「かながわDV相談LINE」のメニュー画
面に、県ホームページにリンクした「か
ならいん」のアイコンを表示
・「かならいん」の県ホームページに、
性暴力に関するSNS相談「Cure Time
（キュアタイム）」（内閣府）にリンク
したアイコンを表示
・連携可能な事例等を参考聴取

○ＳＮＳを活用した相談体制の検討
・「かながわDV相談LINE」のメニュー画
面に、県ホームページにリンクした「か
ならいん」のアイコンを表示
・「かならいん」の県ホームページに、
性暴力に関するSNS相談「Cure Time
（キュアタイム）」（内閣府）にリンク
したアイコンを表示
・連携可能な事例等を参考聴取

○ＳＮＳを活用した相談体制の検討
・「かながわDV相談LINE」に、県ホーム
ページにリンクした「かならいん」の案
内を表示
・「かならいん」の県ホームページに、
性暴力に関するSNS相談「Cure Time
（キュアタイム）」（内閣府）にリンク
したアイコンを表示
・連携可能な事例等を参考聴取

○ＳＮＳを活用した相談体制の検討
・「かながわDV相談LINE」に、県ホーム
ページにリンクした「かならいん」の案
内を表示
・「かならいん」の県ホームページに、
性暴力に関するSNS相談「Cure Time
（キュアタイム）」（内閣府）にリンク
したアイコンを表示
・連携可能な事例等を参考聴取

〇職員や相談員への研修をより充実
させ、相談・支援の質的向上を図り
ます。その中で男性や性的マイノリ
ティーの被害者への理解も深めてい
きます。

〇職員や相談員への研修を実施
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　1回
・男性や性的マイノリティの被害者の理
解に向けた研修の実施　1回
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施
１回

〇職員や相談員への研修を実施
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　4回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　1回
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇職員や相談員への研修を実施
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　1回
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇職員や相談員への研修を実施
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　1回
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施
1回

〇職員や相談員への研修を実施
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　2回
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施
1回

〇精神科医療との連携を進めます。 ○精神科に係る医療費等公費支給制度を
開始
（R元.11～）

○精神科に係る医療費等公費支給制度を
開始
（R元.11～）

○精神科に係る医療費等公費支給制度を
開始
（R元.11～）

○精神科に係る医療費等公費支給制度を
開始
（R元.11～）

○精神科に係る医療費等公費支給制度を
開始
（R元.11～）

〇障がい者支援の関係部署を含め、
性犯罪・性暴力に関係する様々な窓
口の担当者による事例検討等を含め
た連絡会議を開催します。

〇障がい者支援の関係部署を含め、性犯
罪・性暴力に関係する様々な窓口の担当
者による事例検討等を含めた連絡会議を
開催
・女性への暴力相談等関係機関連絡会の
開催・参加　３回
・法テラス連絡協議会において事例検討
や意見交換を実施　１回

〇障がい者支援の関係部署を含め、性犯
罪・性暴力に関係する様々な窓口の担当
者による事例検討等を含めた連絡会議を
開催
・女性への暴力相談等関係機関連絡会の
開催・参加　１回（書面開催）
・法テラス連絡協議会において事例検討
や意見交換を実施　１回

〇障がい者支援の関係部署を含め、性犯
罪・性暴力に関係する様々な窓口の担当
者による事例検討等を含めた連絡会議を
開催
・女性への暴力相談等関係機関連絡会の
開催　２回

〇障がい者支援の関係部署を含め、性犯
罪・性暴力に関係する様々な窓口の担当
者による事例検討等を含めた連絡会議を
開催
・女性への暴力相談等関係機関連絡会の
開催　２回

〇障がい者支援の関係部署を含め、性犯
罪・性暴力に関係する様々な窓口の担当
者による事例検討等を含めた連絡会議を
開催
・女性への暴力相談等関係機関連絡会の
開催　３回

〇性犯罪・性暴力被害者への対応と
して、産婦人科などの医療従事者等
の育成を図る研修会等を実施し、医
療機関とのネットワークを形成しま
す。

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科などの医療従事者等の育成
を図る研修会等を実施し、医療機関との
ネットワークを形成
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修は、新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため開催中止
・協力病院等との相互理解を深めるため
の情報紙を発行
「被害者支援メディカル通信」No.31

（H31.4.26発行）

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科などの医療従事者等の育成
を図る研修会等を実施し、医療機関との
ネットワークを形成
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科などの医療従事者等の育成
を図る研修会等を実施し、医療機関との
ネットワークを形成
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修　1回（オンライン開催）
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科などの医療従事者等の育成
を図る研修会等を実施し、医療機関との
ネットワークを形成
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修　1回（オンライン開催）
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会　１回

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科などの医療従事者等の育成
を図る研修会等を実施し、医療機関との
ネットワークを形成
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修　1回（オンライン開催）

〇研修用ＤＶＤ等を活用し、地域に
出向くなどして医療機関や市町村関
係者向けの研修を実施し、連携・協
力を深めます。

○地域医療機関の医療従事者等を対象と
した研修会を実施　１回

○地域医療機関の医療従事者等を対象と
した研修会は、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止

○地域医療機関の医療従事者等を対象と
した研修会は、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止

○地域医療機関の医療従事者等を対象と
した研修会　１回

〇ワンストップ支援センターの設置
形態や支援のあり方について、病院
拠点型など、他都道府県での運営状
況の情報収集を行い、支援の充実に
向けて検討します。

〇ワンストップ支援センターの設置形態
や支援のあり方について、病院拠点型な
ど、他都道府県での運営状況の情報収集
を実施
・他都道府県のワンストップ支援セン
ターの運営状況等を調査

埼玉県、東京都、京都府

〇ワンストップ支援センターの設置形態
や支援のあり方について、病院拠点型な
ど、他都道府県での運営状況の情報収集
を実施

〇ワンストップ支援センターの設置形態
や支援のあり方について、病院拠点型な
ど、他都道府県での運営状況の情報収集
を実施
・証拠採取等の状況に関する調査実施
（R3.5月）
・かながわ性犯罪・性暴力被害者ワンス
トップ支援センター「かならいん」にお
ける証拠採取等の仕組みづくりに向けた
検討会　4回

〇ワンストップ支援センターの設置形態
や支援のあり方について、支援の充実・
拡大を実施
・かならいんの基幹病院における証拠採
取等の実施（R4.10月～）

〇ワンストップ支援センターの設置形態
や支援のあり方について、支援の充実・
拡大を実施
・かならいんの基幹病院における証拠採
取等の実施（R4.10月～）、新たな仕組み
づくりの検討を実施

③サポートステーションと「かならいん」の広報の強化
〇様々な機会を通じて、サポートス
テーションや「かならいん」の存在
や活動内容を周知するため、効果的
な広報を行います。
〇市町村と連携し、犯罪被害者等支
援についての講演会、シンポジウム
等を実施し、理解促進を図ります。
・市町村と連携した広報の強化
・市町村の広報媒体（ホームペー
ジ、広報紙等）などを通じた情報提
供
・市町村や関係団体等と連携した各
種研修会等での情報提供
・ＳＮＳ等のインターネットによる
広報
・ホームページ等によりサポートス
テーションの活動をわかりやすく紹
介

○サポートステーションや「かならい
ん」の存在や活動内容を周知するための
効果的な広報を実施
・くらし安全通信 ４回
・県のたより １回
・ツイッター ６回
・学生ポータルサイトでの広報（通年）
・ＭＭ線デジタルサイネージ広告 １回
・インターネットリスティング広告
（「かならいん」）
（R元.８月～R２.3月）
・ＳＮＳバナー広告（Twitter、LINE）
（「かならいん」）
（R元.10月～R２.２月）
・リーフレット等の作成、関係機関や
スーパーマーケットでの配架
・ポスターの作成、関係機関での掲示
・市町村ホームページリンク 10市４町

○サポートステーションや「かならい
ん」の存在や活動内容を周知するための
効果的な広報を実施
・くらし安全通信 ４回
・県のたより ４回
・ツイッター １回
・学生ポータルサイトでの広報（通年）
・ＳＮＳバナー広告（Twitter、LINE）
（「かならいん」）
（R２.７月～R３.３月）
・リーフレット等の作成、関係機関や
スーパーマーケットでの配架
・ポスターの作成、関係機関での掲示
・市町村ホームページリンク
10市４町
・市町村広報紙での広報　１市
・市町村庁舎や市町村主催イベント等に
おけるリーフレット等の配架　15市８町

○サポートステーションや「かならい
ん」の存在や活動内容を周知するための
効果的な広報を実施
・くらし安全通信 ４回
・県のたより ３回
・ツイッター １回
・学生ポータルサイトでの広報（通年）
・インターネットリスティング広告
（「かならいん」）
（R３.９月～R４.１月）
・ＳＮＳバナー広告（Twitter、LINE）
（「かならいん」）
（R３.５月～R４.３月）
・リーフレット等の作成、関係機関や
スーパーマーケットでの配架
・ポスターの作成、関係機関での掲示
・市町村ホームページリンク
12市４町

○サポートステーションや「かならい
ん」の存在や活動内容を周知するための
効果的な広報を実施
・くらし安全通信 ４回
・県のたより ３回
・ツイッター ２回
・学生ポータルサイトでの広報（通年）
・紹介動画の作成及び公開
・リーフレット等の作成、関係機関や
スーパーマーケットでの配架
・ポスターの作成、関係機関での掲示
・市町村ホームページリンク
15市４町

○サポートステーションや「かならい
ん」の存在や活動内容を周知するための
効果的な広報を実施
・くらし安全通信 ４回
・県のたより ３回
・学生ポータルサイトでの広報（通年）
・紹介動画公開
・リーフレット等の作成、関係機関や
スーパーマーケットでの配架
・ポスターの作成、関係機関での掲示
・市町村ホームページリンク
15市５町

・不特定多数の女性が利用する化粧
室等への広報用カード等の設置の拡
大

・市町村広報紙での広報　１市
・市町村庁舎や市町村主催イベント等に
おけるリーフレット等の配架　13市５町
・他機関主催イベント等におけるリーフ
レットの配架

・他機関主催イベント等におけるリーフ
レットの配架
・神奈川県薬剤師会が実施した研修修了
者へのリーフレット等の送付

・市町村広報紙での広報　２市
・市町村庁舎や市町村主催イベント等に
おけるリーフレット等の配架　18市６町
・他機関主催イベント等におけるリーフ
レットの配架

・市町村広報紙での広報　３市
・市町村庁舎や市町村主催イベント等に
おけるリーフレット等の配架　16市５町
・他機関主催イベント等におけるリーフ
レットの配架

・市町村広報紙での広報　３市１町
・庁舎内化粧室に周知カード等を配架
２市２町
・市町村庁舎や市町村や他機関主催イベ
ント等におけるリーフレット等の配架
17市６町

施策事業等

１　総合的支援体制の充実と支援関係機関との連携

（1）総合的支援体制の充実

3



概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

　④緊急支援の推進　
〇重大事案が発生した場合の市町村
など、関係機関との連携態勢、役割
分担等について検討します。

〇重大事案が発生した場合の市町村な
ど、関係機関との連携態勢、役割分担等
について検討の推進

〇重大事案が発生した場合の市町村な
ど、関係機関との連携態勢、役割分担等
について検討の推進

〇重大事案が発生した場合の市町村な
ど、関係機関との連携態勢、役割分担等
について検討の推進

〇重大事案が発生した場合の市町村な
ど、関係機関との連携態勢、役割分担等
について検討の推進

〇重大事案が発生した場合の市町村な
ど、関係機関との連携態勢、役割分担等
について検討の推進

〇休日、夜間における関係機関との
連絡体制の確立に向けた検討を進め
ます。

〇休日、夜間における関係機関との連絡
体制の確立に向けた検討を実施
・市町村の休日・夜間連絡先の把握

〇休日、夜間における関係機関との連絡
体制の確立に向けた検討を実施
・市町村の休日・夜間連絡先の把握

〇休日、夜間における関係機関との連絡
体制の確立に向けた検討を実施
・市町村の休日・夜間連絡先の把握

〇休日、夜間における関係機関との連絡
体制の確立に向けた検討を実施
・市町村の休日・夜間連絡先の把握

〇休日、夜間における関係機関との連絡
体制の確立に向けた検討を実施
・市町村の休日・夜間連絡先の把握

〇県内において、犯罪等により死傷
者が多数に上る事案等の重大事案が
発生した場合に、迅速かつ円滑な支
援を行います。
〇県警察において、多数の死傷者を
伴う事件等にも対応できるよう、
「大規模被害者支援事案発生時の被
害者支援実施要領」に基づいて、支
援を行います。

○県警察においては、令和元年川崎市多
摩区において児童らに対する殺傷事件が
発生したことから、大規模被害者支援事
案発生時の被害者支援実施要領に基づ
き、早期に被害者支援本部を設置し、迅
速な支援を実施

○大規模被害者支援事案発生時の被害者
支援実施要領に基づき有事に備え、継続
して支援体制を確立

○大規模被害者支援事案発生時の被害者
支援実施要領に基づき有事に備え、継続
して支援体制を確立

○大規模被害者支援事案発生時の被害者
支援実施要領に基づき有事に備え、継続
して支援体制を確立

○大規模被害者支援事案発生時の被害者
支援実施要領に基づき有事に備え、継続
して支援体制を確立

〇かながわ犯罪被害者サポートス
テーションにおいて、神奈川県被害
者支援連絡協議会で構成する「特異
事案発生時における総合的な被害者
支援体制」を中心に、関係機関・団
体と連携しながら緊急支援を行いま
す。支援にあたっては、事案の内容
に応じ、事件を目撃した方などを含
め、柔軟に対応します。

○サポートステーションにおいては、令
和元年川崎市多摩区における児童らに対
する殺傷事件について、県民以外の被害
者を含め、迅速かつ円滑な支援を実施

○サポートステーションにおいては、神
奈川県被害者支援連絡協議会で構成する
「特異事案発生時における総合的な被害
者支援体制」を中心に、継続して支援体
制を確立

○サポートステーションにおいては、神
奈川県被害者支援連絡協議会で構成する
「特異事案発生時における総合的な被害
者支援体制」を中心に、継続して支援体
制を確立

○サポートステーションにおいては、神
奈川県被害者支援連絡協議会で構成する
「特異事案発生時における総合的な被害
者支援体制」を中心に、継続して支援体
制を確立

○サポートステーションにおいては、神
奈川県被害者支援連絡協議会で構成する
「特異事案発生時における総合的な被害
者支援体制」を中心に、継続して支援体
制を確立
・関係機関・団体と連携しながら被害の
内容に応じた緊急支援を実施

・初期的支援については、犯罪被害
者支援に精通したカウンセラー等に
よる支援ができるだけ早期に開始で
きるよう、警察のほか、サポートス
テーション等においても、関係機関
等を通じて被害者等に積極的に働き
かけるなど、さまざまな手法で被害
者ニーズの把握に努め、必要な支援
につなげます。

・初期的支援については、県警察等で被
害者のニーズの早期把握に努めるととも
に、サポートステーション及び関係機関
等において、必要な支援提供を実施

・中長期支援については、個別の面
接によるカウンセリングのほか、
「遺族の会」や、自助グループな
ど、被害者のグループに対し、カウ
ンセラーを派遣するなど、より参加
しやすい形での支援を検討します。

・中長期支援については、個別の面接に
よるカウンセリングや、より参加しやす
い形での支援を実施

・死傷者が多数に上る事案等の重大
事案が発生した場合の被害者の支援
については、発生場所や事案の内容
に応じ、犯罪被害者等支援の視点
で、目撃者等も含め、支援の対象
者を適切に判断し、関係機関と連携
しながら幅広く柔軟に支援を行いま
す。

・神奈川県被害者支援連絡協議会におけ
るメンタルサポートチーム特別部会にお
いて、特異事案発生時における総合的被
害者支援体制、編成会員の見直しを検討

・神奈川県被害者支援連絡協議会におけ
る「特異事案発生時における総合的な被
害者支援体制」の見直しを実施

・神奈川県被害者支援連絡協議会におけ
る「特異事案発生時における総合的な被
害者支援体制」の見直しを実施

・神奈川県被害者支援連絡協議会におけ
る「特異事案発生時における総合的な被
害者支援体制」の見直しを実施

〇緊急時の連絡体制の整備や被害者
についての情報提供のあり方につい
て、市町村や関係機関と具体的に協
議します。

○緊急時の連絡体制等について、市町村
や関係機関と協議を準備

○緊急時の連絡体制等について、市町村
や関係機関と協議を準備

○緊急時の連絡体制等について、市町村
や関係機関と協議を準備

○緊急時の連絡体制等について、市町村
や関係機関と協議を準備

○緊急時の連絡体制等について、市町村
や関係機関と協議を実施

　①市町村の取組支援と連携の推進
〇市町村と連携し、犯罪被害者等支
援についての講演会、シンポジウム
等を実施し、県民の理解促進を図る
とともに、県と市町村が連携して犯
罪被害者等支援に取り組む機運を醸
成し、取組を進める市町村を後押し
します。

〇県、県警、民間支援団体と市町村
で検討会を設け、市町村を含めた県
全体の支援状況の公表の方法や生活
支援、住宅支援、利用が可能な各種
福祉制度等の情報提供等、具体的な
支援の際の個人情報に配慮した連携
の仕方などについて、一定の共通理
解を得るとともに、検討の成果につ
いて市町村に情報提供し、市町村の
取組を後押しします。

〇市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　１回、参加人数　300名

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
  被害者等支援における各自治体間での
役割分担、生活支援の充実方策等、被害
者等支援に係る課題を相互に認識すると
ともに、各機関で情報を共有し、相互の
連携を確認
　関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を作成し、全市町村へ、
結果を共有
・参加市町村　４市１町
・実施回数　３回

〇市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
  被害者等支援における各自治体間での
役割分担、生活支援の充実方策等、被害
者等支援に係る課題を相互に認識すると
ともに、各機関で情報を共有し、相互の
連携を確認
・実施回数　１回（書面開催）

〇市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　３回、参加人数　513名

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
  被害者等支援における各自治体間での
役割分担、生活支援の充実方策等、被害
者等支援に係る課題を相互に認識すると
ともに、各機関で情報を共有し、相互の
連携を確認
・参加市町村　８市２町
・実施回数　１回

〇市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　３回、参加人数　250名

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
  実務担当者会議を開催

〇総合的な対応窓口の体制など個々
の市町村の状況に応じて、サポート
ステーションとの連携を強化しま
す。
・条例制定や計画策定などについて
の情報提供
・市町村担当者用ガイドブックの作
成、研修などでの活用
・市町村職員研修の充実
・市町村犯罪被害者等支援主管課長
会議、実務担当者会議の開催（情報
交換等の実施）
・支援提供にあたっての市町村の総
合的な対応窓口とサポートステー
ションとの連絡調整の推進

〇総合的な対応窓口の体制など個々の市
町村の状況に応じて、サポートステー
ションとの連携を強化
・条例制定や計画策定などについての情
報提供
・市町村職員研修を開催
　５回、参加人数　226名
・市町村犯罪被害者等支援主管課長会議
の開催　１回
・市町村実務担当者会議の開催　１回
・サポートステーションでの相談・支援
の提供にあたって、必要に応じて市町村
との連絡調整を実施

〇総合的な対応窓口の体制など個々の市
町村の状況に応じて、サポートステー
ションとの連携を強化
・条例制定や計画策定などについての情
報提供
・市町村職員研修を開催
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止
・市町村犯罪被害者等支援主管課長会議
の開催　１回（書面開催）
・市町村実務担当者会議の開催　１回
（書面開催）
・サポートステーションでの相談・支援
の提供にあたって、必要に応じて市町村
との連絡調整を実施

〇総合的な対応窓口の体制など個々の市
町村の状況に応じて、サポートステー
ションとの連携を強化
・条例制定や計画策定などについての情
報提供
・市町村職員研修を開催
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止
・市町村犯罪被害者等支援主管課長会議
の開催　１回（オンライン開催）
・市町村実務担当者会議の開催　１回
（書面開催）
・サポートステーションでの相談・支援
の提供にあたって、必要に応じて市町村
との連絡調整を実施

〇総合的な対応窓口の体制など個々の市
町村の状況に応じて、サポートステー
ションとの連携を強化
・条例制定や計画策定などについての情
報提供
・市町村職員研修を開催
　４回、参加人数　89名
・市町村犯罪被害者等支援主管課長会議
の開催　１回（オンライン開催）
・市町村実務担当者会議の開催　１回
（オンライン開催）
・サポートステーションでの相談・支援
の提供にあたって、必要に応じて市町村
との連絡調整を実施

〇総合的な対応窓口の体制など個々の市
町村の状況に応じて、サポートステー
ションとの連携を強化
・条例制定や計画策定などについての情
報提供
・市町村職員研修を開催
　３回、参加人数　90名
・市町村犯罪被害者等支援主管課長会議
の開催　３回
・サポートステーションでの相談・支援
の提供にあたって、必要に応じて市町村
との連絡調整を実施

　②警察署被害者支援ネットワークを母体とした地域レベルでの運動の展開
○各警察署に設置されている「警察
署被害者支援ネットワーク」を地域
レベルの被害者支援体制として位置
づけ、支援の充実を図ります。
・ネットワーク会員による支援活動
を促進するための事例検討の実施

○地域レベルでの被害者等支援を推進す
るため、警察署被害者支援ネットワーク
総会での協議を実施(51署)

○地域レベルでの被害者等支援を推進す
るため、警察署被害者支援ネットワーク
総会での協議を実施(42署)
※一部書面にて実施

○地域レベルでの被害者等支援を推進す
るため、警察署被害者支援ネットワーク
総会での協議を実施(44署)
※一部書面にて実施

○地域レベルでの被害者等支援を推進す
るため、警察署被害者支援ネットワーク
総会での協議を実施(47署)
※一部書面にて実施

○地域レベルでの被害者等支援を推進す
るため、警察署被害者支援ネットワーク
総会での協議を実施(49署)

　①支援関係機関ネットワークの充実
〇支援関係機関ネットワーク会議等
を通じて、関係機関相互の情報共有
を進めるとともに、各関係機関の担
当者間で、事例検討や情報交換を行
うなど、お互いの顔が見える関係づ
くりを進めます。
・支援関係機関ネットワーク会議の
開催（事例検討、情報交換等）

○支援関係機関ネットワーク会議による
関係機関相互の情報共有等を実施
・民間支援団体、神奈川県弁護士会、神
奈川県臨床心理士会のほか福祉関係機関
や司法関係機関等が参加　１回

　
○関係機関との個別の情報交換等を実施
・県弁護士会、法テラス等との情報交換
等

○支援関係機関ネットワーク会議による
関係機関相互の情報共有等を実施
・民間支援団体、神奈川県弁護士会、神
奈川県臨床心理士会のほか福祉関係機関
や司法関係機関等が参加
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○関係機関との個別の情報交換等を実施
・県弁護士会、法テラス等との情報交換
等

○支援関係機関ネットワーク会議による
関係機関相互の情報共有等を実施
・民間支援団体、神奈川県弁護士会、神
奈川県臨床心理士会のほか福祉関係機関
や司法関係機関等が参加
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○関係機関との個別の情報交換等を実施
・県弁護士会、法テラス等との情報交換
等

○支援関係機関ネットワーク会議による
関係機関相互の情報共有等を実施
・民間支援団体、神奈川県弁護士会、神
奈川県臨床心理士会のほか福祉関係機関
や司法関係機関等が参加　１回

○関係機関との個別の情報交換等を実施
・県弁護士会、法テラス等との情報交換
等

○支援関係機関ネットワーク会議による
関係機関相互の情報共有等を実施
・民間支援団体、神奈川県弁護士会、神
奈川県臨床心理士会のほか福祉関係機関
や司法関係機関等が参加　１回

○関係機関との個別の情報交換等を実施
・県弁護士会、法テラス等との情報交換
等

　②個別専門的な支援体制との連携
○個別専門的な支援体制において、
それぞれの専門性を生かした相談、
支援を行うとともに、必要に応じて
サポートステーションなどと連携を
図りながら、犯罪被害者等のニーズ
に沿った支援を提供します。

○必要に応じて個別専門的な支援体制と
サポートステーションなどが連携を図り
ながら、被害者等のニーズに沿った支援
を提供

○必要に応じて個別専門的な支援体制と
サポートステーションなどが連携を図り
ながら、被害者等のニーズに沿った支援
を提供

○必要に応じて個別専門的な支援体制と
サポートステーションなどが連携を図り
ながら、被害者等のニーズに沿った支援
を提供

○必要に応じて個別専門的な支援体制と
サポートステーションなどが連携を図り
ながら、被害者等のニーズに沿った支援
を提供

○必要に応じて個別専門的な支援体制と
サポートステーションなどが連携を図り
ながら、被害者等のニーズに沿った支援
を提供

 (2)地域における支援体制の充実

(3）支援関係機関の連携強化
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【個別専門的な支援体制とその概要】
ＤＶ（※）被害への対応

〇県配偶者暴力相談支援センター等
において、配偶者等からの暴力に関
する相談に応じるほか、自立をサ
ポートする相談も行います。また、
「配偶者からの暴力の防止及び被害
者の保護等に関する法律」に基づ
き、被害者等に対する保護、自立支
援などを行います。

○県配偶者暴力相談支援センター等にお
いて、配偶者等からの暴力に関する相談
に応じるほか、被害者が自立して生活す
るための情報提供等の支援を実施

○県配偶者暴力相談支援センターにおい
て男性のためのＤＶ相談を実施
・被害者の方の相談
・ＤＶに悩む方の相談

○ＤＶ被害者及び同伴児童等の一時保護
を行い、被害者の安全を確保

○県配偶者暴力相談支援センター等にお
いて、配偶者等からの暴力に関する相談
に応じるほか、被害者が自立して生活す
るための情報提供等の支援を実施

○県配偶者暴力相談支援センターにおい
て男性のためのＤＶ相談を実施
・被害者の方の相談
・ＤＶに悩む方の相談

○ＤＶ被害者及び同伴児童等の一時保護
を行い、被害者の安全を確保

○県配偶者暴力相談支援センター等にお
いて、配偶者等からの暴力に関する相談
に応じるほか、被害者が自立して生活す
るための情報提供等の支援を実施

○ＤＶ被害者及び同伴児童等の一時保護
を行い、被害者の安全を確保

○県配偶者暴力相談支援センター等にお
いて、配偶者等からの暴力に関する相談
に応じるほか、被害者が自立して生活す
るための情報提供等の支援を実施

○ＤＶ被害者及び同伴児童等の一時保護
を行い、被害者の安全を確保

○県配偶者暴力相談支援センター等にお
いて、配偶者等からの暴力に関する相談
に応じるほか、被害者が自立して生活す
るための情報提供等の支援を実施

○ＤＶ被害者及び同伴児童等の一時保護
を行い、被害者の安全を確保

〇警察において、配偶者等から暴力
が行われていると認められるとき
は、暴力の制止・検挙、被害者の保
護等に当たるとともに、被害を自ら
防止するための援助を行います。ま
た、保護命令発令後、被害者に対す
る防犯指導を行うとともに、加害者
に対する命令遵守の指導を行いま
す。

○警察において、被害者保護を最優先に
した暴力の制止、加害者の検挙及び指導
警告を行うなどの被害者の安全確保を実
施
　また、被害者の申出に基づき援助等の
措置を行うとともに、保護命令発令後
は、被害者等への防犯指導及び加害者へ
の指導等を実施
・相談等件数7,658件（令和元年中）

○警察において、被害者保護を最優先に
した暴力の制止、加害者の検挙及び指導
警告を行うなどの被害者の安全確保を実
施
　また、被害者の申出に基づき援助等の
措置を行うとともに、保護命令発令後
は、被害者等への防犯指導及び加害者へ
の指導等を実施
・相談等件数7,723件（令和２年中）

○警察において、被害者保護を最優先に
した暴力の制止、加害者の検挙及び指導
警告を行うなどの被害者の安全確保を実
施
　また、被害者の申出に基づき援助等の
措置を行うとともに、保護命令発令後
は、被害者等への防犯指導及び加害者へ
の指導等を実施
・相談等件数8,096件（令和３年中）

○警察において、被害者保護を最優先に
した暴力の制止、加害者の検挙及び指導
警告を行うなどの被害者の安全確保を実
施
　また、被害者の申出に基づき援助等の
措置を行うとともに、保護命令発令後
は、被害者等への防犯指導及び加害者へ
の指導等を実施
・相談等件数8,933件（令和４年中）

○警察において、被害者保護を最優先に
した暴力の制止、加害者の検挙及び指導
警告を行うなどの被害者の安全確保を実
施
　また、被害者の申出に基づき援助等の
措置を行うとともに、保護命令発令後
は、被害者等への防犯指導及び加害者へ
の指導等を実施
・相談等件数9,768件（令和５年中）

ストーカー被害への対応
〇被害者等の安全確保を第一に、刑
法等を適用した司法措置、ストー
カー規制法に基づく警告、援助等、
またはその他の必要な措置を行いま
す。

○警察において、被害者等の安全確保を
第一にした刑法等を適用した司法措置、
ストーカー規制法に基づく警告、援助等
による早期の事案の沈静化を実施
・相談等件数882件（令和元年中）

○警察において、被害者等の安全確保を
第一にした刑法等を適用した司法措置、
ストーカー規制法に基づく警告、援助等
による早期の事案の沈静化を実施
・相談等件数960件（令和２年中）

○警察において、被害者等の安全確保を
第一にした刑法等を適用した司法措置、
ストーカー規制法に基づく警告、援助等
による早期の事案の沈静化を実施
・相談等件数943件（令和３年中）

○警察において、被害者等の安全確保を
第一にした刑法等を適用した司法措置、
ストーカー規制法に基づく警告、援助等
による早期の事案の沈静化を実施
・相談等件数894件（令和４年中）

○警察において、被害者等の安全確保を
第一にした刑法等を適用した司法措置、
ストーカー規制法に基づく警告、援助等
による早期の事案の沈静化を実施
・相談等件数858件（令和５年中）

性犯罪被害への対応
〇電車内痴漢等迷惑行為相談所にお
いて、主に女性警察官が痴漢等に関
する相談に応じます。

〇電車内痴漢等迷惑行為相談所におい
て、主に女性警察官が痴漢等に関する相
談対応を実施
　・相談件数  111件

〇電車内痴漢等迷惑行為相談所におい
て、主に女性警察官が痴漢等に関する相
談対応を実施
　・相談件数  99件

〇電車内痴漢等迷惑行為相談所におい
て、主に女性警察官が痴漢等に関する相
談対応を実施
　・相談件数  115件

〇電車内痴漢等迷惑行為相談所におい
て、主に女性警察官が痴漢等に関する相
談対応を実施
　・相談件数  178件

〇電車内痴漢等迷惑行為相談所におい
て、主に女性警察官が痴漢等に関する相
談対応を実施
　・相談件数　207件

〇「性犯罪110 番」において、性犯
罪（強制性交等、強制わいせつ等）
の被害女性の相談に、女性警察官が
女性の立場で応じます。また、女性
警察官を性犯罪捜査員として育成・
登録して運用することで、被害者の
二次被害を緩和し、事件の早期解決
を図ります。

○24時間対応の女性専用相談電話「性犯
罪110番」（フリーダイヤル）により、
原則、女性警察官が性犯罪被害者等の相
談に対応
・相談件数　192件

〇女性警察官を性犯罪捜査員として育
成・登録して運用することで、被害者の
二次被害を緩和し、事件の早期解決を図
る

○性犯罪捜査に必要な教養を、研修会等
において実施
・研修回数　５回

○24時間対応の性犯罪被害者専用相談電
話「性犯罪110番」（フリーダイヤル）
により、原則、女性警察官が性犯罪被害
者等の相談に対応
・相談件数　234件

〇女性警察官を性犯罪捜査員として育
成・登録して運用することで、被害者の
二次被害を緩和し、事件の早期解決を図
る

○性犯罪捜査に必要な教養を、研修会等
において実施
・研修回数　２回

○24時間対応の性犯罪被害者専用相談電
話「性犯罪110番」（フリーダイヤル）
により、原則、女性警察官が性犯罪被害
者等の相談に対応
・相談件数　174件

〇女性警察官を性犯罪指定捜査員として
育成・登録して運用することで、被害者
の二次被害を緩和し、事件の早期解決を
図る

○性犯罪捜査に必要な教養を、研修会等
において実施
・研修回数　３回

○24時間対応の性犯罪被害者専用相談電
話「性犯罪110番」（フリーダイヤル）
により、原則、女性警察官が性犯罪被害
者等の相談に対応
・相談件数　456件

〇女性警察官を性犯罪指定捜査員として
育成・登録して運用することで、被害者
の二次被害を緩和し、事件の早期解決を
図る

○性犯罪捜査に必要な教養を、研修会等
において実施
・研修回数　４回

○女性専用の相談電話「性犯罪110番」に
より、原則、女性警察官が性犯罪被害者
等の相談に対応

・相談件数　647件

〇女性警察官を性犯罪捜査員として育
成・登録して運用することで、被害者の
二次被害を緩和し、事件の早期解決を図
る

○性犯罪捜査に必要な教養を、研修会等
において実施
・研修回数　３回

あわせて、被害者に対して、相談専
門員によるカウンセリングなど、各
種支援を行います。

○警察本部の心理員がカウンセリングに
よる心理的支援を実施
　　カウンセリング　207回

○警察本部の心理員がカウンセリングに
よる心理的支援を実施
　　カウンセリング　290回

○警察本部の心理員がカウンセリングに
よる心理的支援を実施
　　カウンセリング　252回

○警察本部の心理員がカウンセリングに
よる心理的支援を実施
　　カウンセリング　258回

○警察本部の心理員がカウンセリング等
の支援を実施
　　カウンセリング　260回

セクシュアル・ハラスメント被害への対応
〇かながわ労働センターが実施する
労働相談において、職場で性的な嫌
がらせに悩んでいる方からの相談に
応じます。

○かながわ労働センターにおいて、職場
のセクシュアル・ハラスメント被害に関
する相談に対応
・相談件数  84 件

○かながわ労働センターにおいて、職場
のセクシュアル・ハラスメント被害に関
する相談に対応
・相談件数  115件

○かながわ労働センターにおいて、職場
のセクシュアル・ハラスメント被害に関
する相談に対応
・相談件数  156件

○かながわ労働センターにおいて、職場
のセクシュアル・ハラスメント被害に関
する相談に対応
・相談件数  97件

〇　かながわ労働センターにおいて、職
場のセクシュアル・ハラスメント被害に
関する相談に対応
・相談件数  144件

いじめへの対応
〇県立総合教育センター内の「教育
相談センター」において、学校教
育、家庭教育、いじめなど様々な相
談に応じ、本人、保護者、教員等を
支援します。また、24 時間子ども
ＳＯＳダイヤルを設置して、24時間
体制で､子どもの悩みに対する電話
相談を行います｡

〇教育相談、24時間子どもＳＯＳダイヤ
ル電話相談を実施
・相談件数
教育相談　12,876件
・24時間子どもSOSダイヤル　2,425件

〇教育相談、24時間子どもＳＯＳダイヤ
ルによる電話相談を実施
・相談件数
教育相談　9,288件
・24時間子どもＳＯＳダイヤル　1,826
件
※教育相談件数が例年より減少してい
る。原因として、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため、４～５月に来所相
談、学校訪問相談を休止したこと及び、
総合教育センター移転に伴い、来所相談
や学校訪問相談を休止した時期があった
ことが挙げられる。

〇教育相談、24時間子どもＳＯＳダイヤ
ルによる電話相談を実施
・教育相談　10,416件
・24時間子どもＳＯＳダイヤル　1,243
件

〇教育相談、24時間子どもＳＯＳダイヤ
ルによる電話相談を実施
・教育相談　10,208件
・24時間子どもＳＯＳダイヤル　2,051
件

〇教育相談、24時間子どもＳＯＳダイヤ
ルを実施
・教育相談　12,912　件
・24時間子どもＳＯＳダイヤル4,652　件

被害少年への対応
〇相談電話「ユーステレホンコー
ナー」において、少年の非行問題、
いじめ、犯罪被害等に関する相談に
応じます。

〇相談電話「ユーステレホンコーナー」
において、犯罪被害等に関する相談を受
理し、精神的ケア等の支援を実施
　　相談件数　63件

〇相談電話「ユーステレホンコーナー」
において、犯罪被害等に関する相談を受
理し、精神的ケア等の支援を実施
    相談件数　96件

〇相談電話「ユーステレホンコーナー」
において、犯罪被害等に関する相談を受
理し、精神的ケア等の支援を実施
    相談件数　110件

〇相談電話「ユーステレホンコーナー」
において、犯罪被害等に関する相談を受
理し、精神的ケア等の支援を実施
    相談件数　137件

〇相談電話「ユーステレホンコーナー」
において、犯罪被害等に関する相談を受
理し、精神的ケア等の支援を実施　   相
談件数161件

児童虐待への対応
〇子ども・家庭110 番を設置し、専
門の電話相談員による子どものため
の電話相談を行います｡

〇児童相談所全国共通ダイヤル189
において、夜間を含む虐待通告に対
応します。

○「子ども・家庭110番」において、専
門の電話相談員による子どものための電
話相談を行うとともに、「人権・子ども
ホットライン」で、子どもからの人権に
関わるような悩みの相談に対応
・相談件数
　子ども・家庭110番　　1,634件
　人権・ホットライン　 139件

○児童相談所全国共通ダイヤル189にお
いて、夜間を含む虐待通告に対応
916件

○「子ども・家庭110番」において、専
門の電話相談員による子どものための電
話相談を行うとともに、「人権・子ども
ホットライン」で、子どもからの人権に
関わるような悩みの相談に対応
・相談件数
　子ども・家庭110番　　2,051件
　人権・ホットライン　 115件

○児童相談所全国共通ダイヤル189にお
いて、夜間を含む虐待通告に対応
1,109件
　※令和元年12月に「児童相談所虐待対
応ダイヤル189」に名称変更

○「子ども・家庭110番」において、専
門の電話相談員による子どものための電
話相談を行うとともに、「人権・子ども
ホットライン」で、子どもからの人権に
関わるような悩みの相談に対応
・相談件数
　子ども・家庭110番　　2,171件
　人権・ホットライン　 206件

○児童相談所全国共通ダイヤル189にお
いて、夜間を含む虐待通告に対応
852件
　※令和元年12月に「児童相談所虐待対
応ダイヤル189」に名称変更

○「子ども・家庭110番」において、専
門の電話相談員による子どものための電
話相談を行うとともに、「人権・子ども
ホットライン」で、子どもからの人権に
関わるような悩みの相談に対応
・相談件数
　子ども・家庭110番　　1,400件
　人権・ホットライン　 237件

○児童相談所全国共通ダイヤル189にお
いて、夜間を含む虐待通告に対応
588件
　※令和元年12月に「児童相談所虐待対
応ダイヤル189」に名称変更

○「子ども・家庭110番」において、専門
の電話相談員による子どものための電話
相談を行うとともに、「人権・子ども
ホットライン」で、子どもからの人権に
関わるような悩みの相談に対応
・相談件数
　子ども・家庭110番　　1,565件
　人権・ホットライン　 204件
○児童相談所全国共通ダイヤル189におい
て、夜間を含む虐待通告に対応
517件
　※令和元年12月に「児童相談所虐待対
応ダイヤル189」に名称変更

高齢者虐待への対応
〇市町村において、虐待の通報に応
じるとともに、地域包括支援セン
ターを中心に、総合相談、早期発見
等を行うためのネットワークの整備
を図ります。
〇県は、市町村に対して必要な助言
を行うとともに、市町村や地域包括
支援センターの職員を対象に研修等
を実施します。

○かながわ高齢者あんしん介護推進会議
及び、高齢者虐待防止部会において、高
齢者虐待防止に向けた課題について検討
○高齢者施設等へ一斉自己点検の実施の
促し
○市町村に対し、必要に応じた助言を実
施
○県が改訂、新規作成した虐待防止対応
についての各種マニュアルや県内市町村
の事例等を活用し、市町村が実践的な対
応ができるような研修を実施
○各市町村間の情報交換の機会を設置
〇高齢者虐待防止に関する知識の普及・
啓発を目的としたリーフレットの作成
・作成部数　45,000部

○かながわ高齢者あんしん介護推進会議
及び高齢者虐待防止部会において、高齢
者虐待防止に向けた課題について検討
○高齢者施設等へ介護に従事する全職員
を対象とした自己点検実施の促し
○市町村の虐待対応担当に対し、調査・
認定に関して必要に応じた助言を実施
○市町村が実践的な対応ができるような
研修を開催するとともに、県内市町村の
事例等を共有する情報交換の機会を設置
〇高齢者虐待防止に関する知識の普及・
啓発を目的とした虐待防止啓発リーフ
レットを、県民向け、施設職員向けに作
成・周知

○かながわ高齢者あんしん介護推進会議
及び高齢者虐待防止部会において、高齢
者虐待防止に向けた課題について検討
○高齢者施設等へ介護に従事する全職員
を対象とした自己点検実施の促し
○市町村の虐待対応担当に対し、調査・
認定に関して必要に応じた助言を実施
○市町村が実践的な対応ができるような
研修を開催するとともに、県内市町村の
事例等を共有する情報交換の機会を設置
〇県民向け、施設職員向け虐待防止啓発
リーフレットの配布等により、高齢者虐
待防止に関する知識の普及・啓発を実施

○かながわ高齢者あんしん介護推進会議
及び高齢者虐待防止部会において、高齢
者虐待防止に向けた課題について検討
○高齢者施設等へ介護に従事する全職員
を対象とした自己点検実施の促し
○市町村の虐待対応担当に対し、調査・
認定に関して必要に応じた助言を実施
○市町村が実践的な対応ができるような
研修を開催するとともに、県内市町村の
事例等を共有する情報交換会を開催
〇県民向け、施設職員向け虐待防止啓発
リーフレットの配布等により、高齢者虐
待防止に関する知識の普及・啓発を実施
〇政令３市と県警本部との情報交換会に
おいて、高齢者虐待対応の課題について
検討

○かながわ高齢者あんしん介護推進会議
及び、高齢者虐待防止部会において、高
齢者虐待防止に向けた課題について検討
○高齢者施設等へ一斉自己点検の実施の
促し
○市町村に対し、必要に応じた助言を実
施
○市町村が実践的な対応ができるような
研修を開催するとともに、情報交換会を
開催
〇市町村が高齢者虐待対応について弁護
士に相談できるよう弁護士派遣相談事業
を実施

障がい者虐待への対応
〇県障害者権利擁護センター及び市
町村障害者虐待防止センターにおい
て、障がい者虐待の通報・届出や相
談に応じます。

○県障害者権利擁護センター及び市町村
障害者虐待防止センターにおいて、障害
者虐待の通報・届出や相談に対応
・県障害者権利擁護センター相談件数
51件

○県障害者権利擁護センター及び市町村
障害者虐待防止センターにおいて、障害
者虐待の通報・届出や相談に対応
・県障害者権利擁護センター相談件数
53件

○県障害者権利擁護センター及び市町村
障害者虐待防止センターにおいて、障害
者虐待の通報・届出や相談に対応
・県障害者権利擁護センター相談件数
62件

○県障害者権利擁護センター及び市町村
障害者虐待防止センターにおいて、障害
者虐待の通報・届出や相談に対応
・県障害者権利擁護センター相談件数
37件

○県障害者権利擁護センター及び市町村
障害者虐待防止センターにおいて、障害
者虐待の通報・届出や相談に対応
・県障害者権利擁護センター相談件数
46件

暴力団被害への対応
〇「暴力団からの不当要求拒絶コー
ル」において、暴力団等に関する困
りごとや被害などの相談に応じ、被
害回復交渉についての助言等の援助
を行います。
また、（公財）神奈川県暴力追放推
進センターや神奈川県弁護士会と連
携し、事案の内容に応じて適切な解
決がなされるよう支援を行います。

○「暴力団からの不当要求拒絶コール」
において、暴力団関係被害相談を実施す
るとともに、必要に応じて、被害回復交
渉についての助言等の援助を実施
・相談件数280件
　
○（公財）県暴力追放推進センターや神
奈川県弁護士会民事介入暴力対策委員会
と連携し、問題解決の支援を実施

○「暴力団からの不当要求拒絶コール」
において、暴力団関係被害相談を実施す
るとともに、必要に応じて、被害回復交
渉についての助言等の援助を実施
・相談件数281件
　
○（公財）県暴力追放推進センターや神
奈川県弁護士会民事介入暴力対策委員会
と連携し、問題解決の支援を実施

○「暴力団からの不当要求拒絶コール」
において、暴力団関係被害相談を実施す
るとともに、必要に応じて、被害回復交
渉についての助言等の援助を実施
・相談件数509件
　
○（公財）県暴力追放推進センターや神
奈川県弁護士会民事介入暴力対策委員会
と連携し、問題解決の支援を実施

○「暴力団からの不当要求拒絶コール」
において、暴力団関係被害相談を実施す
るとともに、必要に応じて、被害回復交
渉についての助言等の援助を実施
・相談件数850件
　
○（公財）神奈川県暴力追放推進セン
ターや神奈川県弁護士会と連携し、問題
解決の支援を実施

○「暴力団からの不当要求拒絶コール」
において、暴力団関係被害相談を実施す
るとともに、必要に応じて、被害回復交
渉についての助言等の援助を実施
・相談件数354件

○（公財）神奈川県暴力追放推進セン
ターや神奈川県弁護士会と連携し、問題
解決の支援を実施

悪質商法被害への対応
〇「悪質商法110 番」において、布
団や悪質リフォームなどの訪問販
売、ヤミ金融などにより、もうけ話
を口実にして金銭をだまし取る事犯
などの「悪質商法事犯」の相談に応
じます。また、「消費者ホットライ
ン188」により消費生活相談を行っ
ている市町村の消費生活センター等
と連携して悪質商法被害に関する相
談に応じます。

〇「悪質商法110番」における
　相談を実施
　・相談件数　154件

〇「悪質商法110番」で286件の相談を受
理

〇「悪質商法110番」で292件の相談を受
理

〇「悪質商法110番」で207件の相談を受
理

〇「悪質商法110番」で194件の相談を受
理

(＊) Ｄ
Ｖ：「ＤＶ
（ド
メスティッ
ク・バイオ
レンス）」
という言葉
は、直訳す
ると「家庭
内の暴力」
となります
が、この計
画では「配
偶者や交際
相手等の親
密な関係に
ある、また
はあった者
から振るわ
れる暴力」
という意味
で使用して
います。
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概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

交通事故被害への対応
〇警察本部交通相談センターにおい
て、交通事故に関する相談に応じま
す。

〇警察本部交通相談センターにおいて、
交通事故に関する相談を実施
・相談件数　48件（令和元年中）

〇警察本部交通相談センターにおいて、
交通事故に関する相談を実施
・相談件数　53件（令和２年中）

〇警察本部交通相談センターにおいて、
交通事故に関する相談を実施
・相談件数　68件（令和３年中）

〇警察本部交通相談センターにおいて、
交通事故に関する相談を実施
・相談件数　74件（令和４年中）

〇警察本部交通相談センターにおいて、
交通事故に関する相談を実施
・相談件数　87件（令和５年中）

〇交通事故捜査に係る研修を開催
し、捜査員等の資質向上を図りま
す。

○交通事故捜査に係る研修を開催し、必
要な教養を実施
・研修回数　４回

○交通事故捜査に係る研修を開催し、必
要な教養を実施
・研修回数　２回

○交通事故捜査に係る研修を開催し、必
要な教養を実施
・研修回数　２回

○交通事故捜査に係る研修を開催し、必
要な教養を実施
・研修回数　２回

〇交通事故捜査に係る研修を開催し、必
要な教養を実施
・研修回数　２回

〇神奈川県交通事故相談において、
交通事故に関する損害賠償、示談、
保険の請求等に関する相談に応じま
す。

○県交通事故相談を実施
・相談件数　525件

○県交通事故相談を実施
・相談件数　434件

○県交通事故相談を実施
・相談件数　429件

○県交通事故相談を実施
・相談件数　328件

○県交通事故相談を実施
・相談件数　303件

　③再被害防止・安全の確保に向けた関係機関との連携
【警察における再被害防止に向けた保護対策の推進】

〇犯罪被害者等が、加害者から再被
害を受けるおそれの大きい場合に、
被害者等との連絡を密にし、必要な
助言、措置を講じるとともに、関係
機関等との連携の強化を図ります。

○警察署の再被害防止担当官等が、再被
害防止対象者への電話や面接などによ
り、要望の把握や防犯指導を実施

○警察署が一体となり、再被害防止対象
者宅への立ち寄りや周辺等のパトロール
など再被害事案の未然防止活動を実施
　

○関係警察署と警察本部が連携し、必要
な情報を共有して再被害防止対策を実施

○警察署の再被害防止担当官等が、再被
害防止対象者への電話や面接などによ
り、要望の把握や防犯指導を実施

○警察署が一体となり、再被害防止対象
者宅への立ち寄りや周辺等のパトロール
など再被害事案の未然防止活動を実施
　

○関係警察署と警察本部が連携し、必要
な情報を共有して再被害防止対策を実施

○警察署の再被害防止担当官等が、再被
害防止対象者への電話や面接などによ
り、要望の把握や防犯指導を実施

○警察署が一体となり、再被害防止対象
者宅への立ち寄りや周辺等のパトロール
など再被害事案の未然防止活動を実施

○関係警察署と警察本部が連携し、必要
な情報を共有して再被害防止対策を実施

○警察署の再被害防止担当官等が、再被
害防止対象者への電話や面接などによ
り、要望の把握や防犯指導を実施

○警察署が一体となり、再被害防止対象
者宅への立ち寄りや周辺等のパトロール
など再被害事案の未然防止活動を実施

○関係警察署と警察本部が連携し、必要
な情報を共有して再被害防止対策を実施

○警察署の再被害防止担当官等が、再被
害防止対象者への電話や面接などによ
り、要望の把握や防犯指導を実施

○警察署が一体となり、再被害防止対象
者宅への立ち寄りや周辺等のパトロール
など再被害事案の未然防止活動を実施

○関係警察署と警察本部が連携し、必要
な情報を共有して再被害防止対策を実施

〇暴力団排除活動の関係者や暴力団
による犯罪の被害者及び参考人、暴
力団排除関係者、公安委員を｢保護
対象者｣として指定し、危害が及ぶ
程度に応じて必要な保護措置を講じ
ます。

〇暴力団排除活動の関係者や暴力団によ
る犯罪の被害者等を｢保護対象者｣として
指定し、危害が及ぶ程度に応じて必要な
保護措置を実施

〇暴力団排除活動の関係者や暴力団によ
る犯罪の被害者等を｢保護対象者｣として
指定し、危害が及ぶ程度に応じて必要な
保護措置を実施

〇暴力団排除活動の関係者や暴力団によ
る犯罪の被害者等を｢保護対象者｣として
指定し、危害が及ぶ程度に応じて必要な
保護措置を実施

〇暴力団排除活動の関係者や暴力団によ
る犯罪の被害者等を｢保護対象者｣として
指定し、危害が及ぶ程度に応じて必要な
保護措置を実施

〇暴力団排除活動の関係者や暴力団によ
る犯罪の被害者等を｢保護対象者｣として
指定し、危害が及ぶ程度に応じて必要な
保護措置を実施

【学校における再被害防止措置の推進】
〇学校における再被害防止及び再非
行防止のための適切な指導・支援を
行った上で、必要に応じて学校警察
連携制度を運用し、保護者や警察と
の連携のもとで継続的な指導・支援
を行います。

○県立学校において学校警察連携制度を
運用し、生徒の非行防止、犯罪被害防止
及び健全育成の観点から効果的な指導を
実施

○県立学校において学校警察連携制度を
運用し、生徒の非行防止、犯罪被害防止
及び健全育成の観点から効果的な指導を
実施

○県立学校において学校警察連携制度を
運用し、生徒の非行防止、犯罪被害防止
及び健全育成の観点から効果的な指導を
実施

○県立学校において学校警察連携制度を
運用し、生徒の非行防止、犯罪被害防止
及び健全育成の観点から効果的な指導を
実施

○県立学校において学校警察連携制度を
運用し、生徒の非行防止、犯罪被害防止
及び健全育成の観点から効果的な指導を
実施

【神奈川県ＤＶ対策推進会議の開催】
〇民間団体、弁護士会、医師会、法
務局のほか、県関係部署、市町村の
代表で構成する「神奈川県ＤＶ対策
推進会議」において、意見交換を行
いながら、配偶者等からの暴力の防
止と被害者支援の施策を推進しま
す。

○「神奈川県ＤＶ対策推進会議」を開催
１回

○「神奈川県ＤＶ対策推進会議」につい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止

○「神奈川県ＤＶ対策推進会議」につい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止

○「神奈川県ＤＶ対策推進会議」につい
ては、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため中止

○「神奈川県ＤＶ対策推進会議」を２回
開催

【要保護児童対策地域協議会の運営支援】
〇児童虐待の早期発見、早期対応、
再発防止等のための地域の連携強化
等を目的として、主に市町村児童福
祉主管課、学校、保育所、県警察、
保健・医療機関、民生委員・児童委
員などで構成される「要保護児童対
策地域協議会」の運営支援を行いま
す。

○各児童相談所において、「要保護児童
対策地域協議会」の運営を支援

○各児童相談所において、代表者会議・
実務担当者会議・個別ケース検討会議へ
出席

○各児童相談所において、「要保護児童
対策地域協議会」の運営を支援

○各児童相談所において、代表者会議・
実務担当者会議・個別ケース検討会議へ
出席

○各児童相談所において、「要保護児童
対策地域協議会」の運営を支援

○各児童相談所において、代表者会議・
実務担当者会議・個別ケース検討会議へ
出席

○各児童相談所において、「要保護児童
対策地域協議会」の運営を支援

○各児童相談所において、代表者会議・
実務担当者会議・個別ケース検討会議へ
出席

○各児童相談所において、「要保護児童
対策地域協議会」の運営を支援した。

○各児童相談所において、代表者会議・
実務担当者会議・個別ケース検討会議へ
出席した。

【学校・警察連絡協議会の設置】
〇各警察署単位に設置され、警察署
管内の小学校、中学校、高校が参加
する「学校・警察連絡協議会」を開
催し、学校・警察が相互に連携し
て、児童・生徒の健全育成や安全対
策等を進めるための情報交換等を行
います。

〇活動基本方針の一つに「被害少年の保
護対策の推進」を掲げ、各種活動等を通
じて、再被害の防止と適切な保護を図る
ため、関係機関と情報交換等を実施

〇活動基本方針の一つに「被害少年の保
護対策の推進」を掲げ、各種活動等を通
じて、再被害の防止と適切な保護を図る
ため、関係機関と情報交換等を実施

〇活動基本方針の一つに「被害少年の保
護対策の推進」を掲げ、各種活動等を通
じて、再被害の防止と適切な保護を図る
ため、関係機関と情報交換等を実施

〇活動基本方針の一つに「被害少年の保
護対策の推進」を掲げ、各種活動等を通
じて、再被害の防止と適切な保護を図る
ため、関係機関と情報交換等を実施

〇活動基本方針の一つに「被害少年の保
護対策の推進」を掲げ、各種活動等を通
じて、再被害の防止と適切な保護を図る
ため、関係機関と情報交換等を実施

　④民間支援団体等への活動支援
【関係団体に対する活動支援】

〇犯罪被害者等への支援に取り組む
民間支援団体や自助グループ等に対
して、情報提供などの支援を行いま
す。

○NPO法人神奈川被害者支援センターが
開催する犯罪被害者等支援ボランティア
養成講座に職員を講師として派遣

〇民間支援団体等に対して、犯罪のない
安全・安心なまちづくりに関する情報誌
「くらし安全通信」を配布

○NPO法人神奈川被害者支援センターが
開催する犯罪被害者等支援ボランティア
養成講座に職員を講師として派遣
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため講座中止

〇民間支援団体等に対して、犯罪のない
安全・安心なまちづくりに関する情報誌
「くらし安全通信」を配布

○NPO法人神奈川被害者支援センターが
開催する犯罪被害者等支援ボランティア
養成講座に職員を講師として派遣

〇民間支援団体等に対して、犯罪のない
安全・安心なまちづくりに関する情報誌
「くらし安全通信」を配布

○NPO法人神奈川被害者支援センターが
開催する犯罪被害者等支援ボランティア
養成講座に職員を講師として派遣

〇民間支援団体等に対して、犯罪のない
安全・安心なまちづくりに関する情報誌
「くらし安全通信」を配布

○NPO法人神奈川被害者支援センターが開
催する犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座に職員を講師として派遣

〇民間支援団体等に対して、犯罪のない
安全・安心なまちづくりに関する情報誌
「くらし安全通信」を配布

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会で情報提供等を実
施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会で情報提供等を実
施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会で情報提供等を実
施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会で情報提供等を実
施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会で情報提供等を実
施

〇児童虐待の防止活動や被害者等支
援を行う民間団体等が行う研修等に
対し、依頼に応じて、児童相談所職
員などの専門家を講師として派遣し
ます。

○児童虐待の防止活動や被害者等支援を
行う民間団体等が行う研修等に対し、依
頼に応じて、児童相談所職員などの専門
家を講師として派遣

○児童虐待の防止活動や被害者等支援を
行う民間団体等が行う研修等に対し、依
頼に応じて、児童相談所職員などの専門
家を講師として派遣

○児童虐待の防止活動や被害者等支援を
行う民間団体等が行う研修等に対し、依
頼に応じて、児童相談所職員などの専門
家を講師として派遣

○児童虐待の防止活動や被害者等支援を
行う民間団体等が行う研修等に対し、依
頼に応じて、児童相談所職員などの専門
家を講師として派遣

○児童虐待の防止活動や被害者等支援を
行う民間団体等が行う研修等に対し、依
頼に応じて、児童相談所職員などの専門
家を講師として派遣した。

【ＤＶ被害者支援に関する活動支援】
〇ＤＶ被害者の自立支援を行う民間
団体のスタッフを対象に研修を実施
します。

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施
（書面開催）

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施
（書面開催）

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等１回を実施

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施
（書面開催）

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施
（書面開催）

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施

○被害者や同伴児童等を受け入れている
民間団体等に対し、研修等を１回実施

　⑤自主防犯活動団体等への情報の提供等
〇地域住民等に対し、防犯や犯罪被
害者等支援に関する情報の提供を行
い、再被害防止や犯罪被害者等への
理解促進を図るため、地域の自主防
犯活動団体等に対して情報提供等を
行います。

○「くらし安全通信」やツイッターなど
を活用し、自主防犯活動団体等に対して
防犯や犯罪被害者等支援に関する情報を
発信　４回

〇地域団体からの求めに応じ、理解促進
講座の講師を派遣　１回

○「くらし安全通信」やツイッターなど
を活用し、自主防犯活動団体等に対して
防犯や犯罪被害者等支援に関する情報を
発信　４回

〇地域団体からの求めに応じ、理解促進
講座の講師を派遣
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○「くらし安全通信」やツイッターなど
を活用し、自主防犯活動団体等に対して
防犯や犯罪被害者等支援に関する情報を
発信　４回

〇地域団体からの求めに応じ、理解促進
講座の講師を派遣
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○「くらし安全通信」やツイッターなど
を活用し、自主防犯活動団体等に対して
防犯や犯罪被害者等支援に関する情報を
発信　４回

〇地域団体からの求めに応じ、理解促進
講座の講師を派遣　２回

○「くらし安全通信」やⅩ（Twitter）な
どを活用し、自主防犯活動団体等に対し
て防犯や犯罪被害者等支援に関する情報
を発信　４回

〇地域における支援活動を活性化す
るため、福祉活動など地域に密着し
た活動を行う団体等に対して、自発
的な支援活動を促すための情報提供
等を行います。

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会等において地域で
活動する様々な団体等に対して情報提供
等を実施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会等において地域で
活動する様々な団体等に対して情報提供
等を実施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会等において地域で
活動する様々な団体等に対して情報提供
等を実施

○県内各警察署に設置されている被害者
支援ネットワーク総会等において地域で
活動する様々な団体等に対して情報提供
等を実施

〇地域における支援活動を活性化するた
め、福祉活動など地域に密着した活動を
行う団体等に対して情報提供等を実施

　⑥海外における犯罪被害者等に対する情報提供等
〇関係機関・団体と連携し、海外に
おいて犯罪の被害にあった県民に関
する情報の収集に努めるとともに、
犯罪被害者等に対する適切な支援活
動を実施します。

○平成29年に海外で発生した車両暴走事
故の遺族に対し、継続してカウンセリン
グを実施

○海外で発生した殺人事件の遺族に対
し、被害者支援制度の説明を実施

○関係機関・団体と連携し、海外におけ
る県民の犯罪被害に関する情報収集に努
めたが、海外における県民の犯罪被害発
生はなかった

○関係機関・団体と連携し、海外におけ
る県民の犯罪被害に関する情報収集に努
めたが、海外における県民の犯罪被害発
生はなかった

○関係機関・団体と連携し、海外におけ
る県民の犯罪被害に関する情報収集に努
めたが、海外における県民の犯罪被害発
生はなかった
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概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

　①生活資金貸付の実施

　

〇当座の生活資金に困窮する犯罪被
害者等の経済的負担を軽減するた
め、被害にあったことで生じる医療
費などの不測の経費等について貸付
を行います。

〇より被害者のニーズに沿った経済
的支援の提供ができるよう、保健福
祉や医療など他の制度の活用も視野
に入れ、関係機関との連携を強化し
ます。

○サポートステーションの支援の一環と
して生活資金の貸付制度を運用
・新規貸付0件

〇より被害者のニーズに沿った経済的支
援の提供ができるよう、保健福祉や医療
など他の制度の活用も視野に入れ、関係
機関と連携

○サポートステーションの支援の一環と
して生活資金の貸付制度を運用
・新規貸付0件

〇より被害者のニーズに沿った経済的支
援の提供ができるよう、保健福祉や医療
など他の制度の活用も視野に入れ、関係
機関と連携

○サポートステーションの支援の一環と
して生活資金の貸付制度を運用
・新規貸付0件

〇より被害者のニーズに沿った経済的支
援の提供ができるよう、保健福祉や医療
など他の制度の活用も視野に入れ、関係
機関と連携

○サポートステーションの支援の一環と
して生活資金の貸付制度を運用
・新規貸付１件

〇より被害者のニーズに沿った経済的支
援の提供ができるよう、保健福祉や医療
など他の制度の活用も視野に入れ、関係
機関と連携

○サポートステーションの支援の一環と
して生活資金の貸付制度を運用
・新規貸付0件

〇より被害者のニーズに沿った経済的支
援の提供ができるよう、保健福祉や医療
など他の制度の活用も視野に入れ、関係
機関と連携

　

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
  被害者等支援における各自治体間での
役割分担、生活支援の充実方策等、被害
者等支援に係る課題を相互に認識すると
ともに、各機関で情報を共有し、相互の
連携を確認
　関係機関の支援メニューを一覧にした
「支援シート」を作成し、全市町村へ、
結果を共有
・参加市町村　４市１町
・実施回数　３回

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
　被害者等支援における各自治体間での
役割分担、生活支援の充実方策等、被害
者等支援に係る課題を相互に認識すると
ともに、各機関で情報を共有し、相互の
連携を確認
・実施回数　１回（書面開催）

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇県、県警察、民間支援団体及び市町村
の担当者による検討会を開催
  被害者等支援における各自治体間での
役割分担、生活支援の充実方策等、被害
者等支援に係る課題を相互に認識すると
ともに、各機関で情報を共有し、相互の
連携を確認
・参加市町村　８市２町
・実施回数　１回

　②犯罪被害給付制度の周知等
〇犯罪被害給付制度の周知徹底に努
めるとともに、申請対象となる犯罪
被害者等に対する適切な案内と手続
の迅速化に努めます。

○犯罪被害給付制度の周知を実施
・ふれあい警察展、犯罪被害者等給付金
等に係る広報重点月におけるキャンペー
ン等で周知

○犯罪被害給付制度を運用
・申請対象者への適切な案内と、申請に
対する迅速な手続きを実施

○犯罪被害給付制度の周知を実施
・県内各警察署における街頭キャンペー
ン等で周知

○犯罪被害給付制度を運用
・申請対象者への適切な案内と、申請に
対する迅速な手続きを実施

○犯罪被害給付制度の周知を実施
・県内各警察署における街頭キャンペー
ン等で周知

○犯罪被害給付制度を運用
・申請対象者への適切な案内と、申請に
対する迅速な手続きを実施

○犯罪被害給付制度の周知を実施
・県内各警察署における街頭キャンペー
ン等で周知

○犯罪被害給付制度を運用
・申請対象者への適切な案内と、申請に
対する迅速な手続きを実施

○犯罪被害給付制度の周知を実施
・犯罪被害者等給付金等に係る広報重点
月におけるキャンペーン等で周知

○犯罪被害給付制度を運用
・申請対象者への適切な案内と、申請に
対する迅速な手続きを実施

　③弁護士による法律相談の実施

再掲２(2)① 同左 同左 同左 同左 同左

　④臨床心理士等によるカウンセリング等の心理的支援の実施

再掲２(4)① 同左 同左 同左 同左 同左

　⑤緊急避難場所（ホテル等）の提供

再掲２(5)① 同左 同左 同左 同左 同左

　⑥事情聴取時にかかる旅費の支給
〇犯罪被害者等が警察の事情聴取等
の要請に応じる際の交通費を支給し
ます。

○犯罪被害者等を警察署等に招致し事情
聴取する際に交通費を支給し、経済的負
担を軽減

○犯罪被害者等を警察署等に招致し事情
聴取する際に交通費を支給し、経済的負
担を軽減

○犯罪被害者等を警察署等に招致し事情
聴取する際に交通費を支給し、経済的負
担を軽減

○犯罪被害者等を警察署等に招致し事情
聴取する際に交通費を支給し、経済的負
担を軽減

○犯罪被害者等を警察署等に招致し事情
聴取する際に交通費を支給し、経済的負
担を軽減

　⑦司法解剖時の遺体搬送費・修復費に対する経費の負担
〇犯罪などの被害を受け亡くなった
方の司法解剖を行う際に、遺体搬送
費、修復費を一部負担します。

○遺体搬送に要する経費及び遺体修復に
要する経費の一部負担を実施

○遺体搬送に要する経費及び遺体修復に
要する経費の一部負担を実施

○遺体搬送に要する経費及び遺体修復に
要する経費の一部負担を実施

○遺体搬送に要する経費及び遺体修復に
要する経費の一部負担を実施

○遺体搬送に要する経費及び遺体修復に
要する経費の一部負担を実施。また、令
和６年２月から、司法解剖（犯罪等によ
り亡くなった事案）に係る死体検案書料
の一部負担を実施。

　⑧性犯罪被害者の緊急避妊等に対する経費の負担
〇警察において、性犯罪被害を受け
た方に、避妊措置料、性感染症検査
料等を負担します。

○性犯罪被害者に対する避妊措置料、性
感染症検査料等を負担
・診断書料、緊急避妊費用等　110件

○性犯罪被害者に対する避妊措置料、性
感染症検査料等を負担
・診断書料、緊急避妊費用等　187件

○性犯罪被害者に対する避妊措置料、性
感染症検査料等を負担
・診断書料、緊急避妊費用等　256件

○性犯罪被害者に対する避妊措置料、性
感染症検査料等を負担
・診断書料、緊急避妊費用等　209件

○性犯罪被害者に対する避妊措置料、性
感染症検査料等を負担
・診断書料、緊急避妊費用等　432件

　①弁護士による法律相談の実施　　
〇犯罪被害者等に対する支援を積極
的に行っている神奈川県弁護士会と
連携を図り、犯罪被害者等が抱える
法的な問題について、犯罪被害者等
が安心して相談できる無料法律相談
を実施します。

〇死傷者が多数に上る事案など、事
案の内容に応じて柔軟に対応しま
す。

○サポートステーションの支援の一環と
して、神奈川県弁護士会所属の犯罪被害
者等支援に精通した弁護士による法律相
談を実施　165回

〇事案の内容に応じ、県民以外の被害者
を含め、迅速かつ円滑な支援を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、神奈川県弁護士会所属の犯罪被害
者等支援に精通した弁護士による法律相
談を実施　159回

〇事案の内容に応じ、県民以外の被害者
を含め、迅速かつ円滑な支援を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、神奈川県弁護士会所属の犯罪被害
者等支援に精通した弁護士による法律相
談を実施　126回

〇事案の内容に応じ、県民以外の被害者
を含め、迅速かつ円滑な支援を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、神奈川県弁護士会所属の犯罪被害
者等支援に精通した弁護士による法律相
談を実施　108回

〇事案の内容に応じ、県民以外の被害者
を含め、迅速かつ円滑な支援を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、神奈川県弁護士会所属の犯罪被害
者等支援に精通した弁護士による法律相
談を実施　162回

〇事案の内容に応じ、県民以外の被害者
を含め、迅速かつ円滑な支援を実施

　②刑事手続等の適切な情報提供
【「被害者の手引」の配付】

〇被害の態様に応じて、今後の捜査
の流れや各種相談窓口を紹介する冊
子「被害者の手引」を作成し、被害
者に配付します。

〇被害の態様に応じて、今後の捜査の流
れや各種相談窓口を紹介する冊子「被害
者の手引」を被害者に配付

〇被害の態様に応じて、今後の捜査の流
れや各種相談窓口を紹介する冊子「被害
者の手引(身体犯用・交通事故用)」を被
害者に配付

〇被害の態様に応じて、今後の捜査の流
れや各種相談窓口を紹介する冊子「被害
者の手引(身体犯用・交通事故用)」を被
害者に配付

〇被害の態様に応じて、今後の捜査の流
れや各種相談窓口を紹介する冊子「被害
者の手引(身体犯用・交通事故用)」を被
害者に配付

〇被害の態様に応じて、今後の捜査の流
れや各種相談窓口を紹介する冊子「被害
者の手引」を作成し、被害者に配付

【捜査状況、被疑者の検挙状況等の情報提供】
〇「被害者連絡制度」に基づき、犯
罪被害者等に対し、捜査上支障のな
い範囲内で捜査状況、被疑者の検挙
状況等の連絡を行います。

○殺人、性犯罪等の身体犯や重大な交通
事故事件等の被害者等に対して捜査状
況、被疑者の検挙状況等を連絡

○殺人、性犯罪等の身体犯や重大な交通
事故事件等の被害者等に対して捜査状
況、被疑者の検挙状況等を連絡

○殺人、性犯罪等の身体犯や重大な交通
事故事件等の被害者等に対して捜査状
況、被疑者の検挙状況等を連絡

○殺人、性犯罪等の身体犯や重大な交通
事故事件等の被害者等に対して捜査状
況、被疑者の検挙状況等を連絡

○殺人、性犯罪等の身体犯や重大な交通
事故事件等の被害者等に対して捜査状
況、被疑者の検挙状況等を連絡

【法テラス等と連携した情報提供】
〇刑事・民事の裁判における裁判費
用に困窮する犯罪被害者等の支援
（被害者参加人のための国選弁護制
度、民事法律扶助制度）の窓口であ
る法テラスや司法機関と連携して、
裁判に係る支援制度の情報提供を行
います。

○サポートステーションの無料法律相談
等において、法テラスの支援制度や裁判
における被害者支援制度についての情報
提供を実施

○法テラス主催の協議会への参画や横浜
地方検察庁職員、神奈川県弁護士会との
意見交換会を実施することにより関係機
関との連携を深め、効果的な情報提供を
実施

○サポートステーションの無料法律相談
等において、法テラスの支援制度や裁判
における被害者支援制度についての情報
提供を実施

○法テラス主催の協議会への参画や横浜
地方検察庁職員、神奈川県弁護士会との
意見交換会を実施することにより関係機
関との連携を深め、効果的な情報提供を
実施

○サポートステーションの無料法律相談
等において、法テラスの支援制度や裁判
における被害者支援制度についての情報
提供を実施

○法テラス主催の協議会は、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため中止

○サポートステーションの無料法律相談
等において、法テラスの支援制度や裁判
における被害者支援制度についての情報
提供を実施

○法テラス主催の協議会は、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため中止

○サポートステーションの無料法律相談
等において、法テラスの支援制度や裁判
における被害者支援制度についての情報
提供を実施

２　日常生活回復に向けたきめ細かい支援の提供

 (1)経済的負担の軽減

 (2)法律問題の解決への支援
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概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

　①付添支援の実施
〇犯罪被害者等が、公判、捜査協力
や、行政手続などにかかる負担を少
しでも軽減できるよう、付添いによ
る直接支援を、ノウハウのある民間
支援団体と連携・協働して提供しま
す。

〇検察庁、裁判所等への付添支援等
について、引き続き、安定して支援
を行える人材の確保・育成に努めま
す。

〇検察庁、裁判所等への付添支援等
について、引き続き、保育を含めた
柔軟な対応に努めます。

○サポートステーションの支援の一環と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ター支援員による付添等の支援を実施
・検察庁、裁判所等への付添い等
541回

〇安定して支援を行える人材を確保・育
成するため、ボランティア養成講座や、
支援者、相談員等のスキルアップのため
の研修会を実施

〇検察庁、裁判所等への付添支援等につ
いて、引き続き、保育を含めた柔軟な対
応を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ター支援員による付添等の支援を実施
・検察庁、裁判所等への付添い等
230回

〇安定して支援を行える人材を確保・育
成するため、ボランティア養成講座や、
支援者、相談員等のスキルアップのため
の研修会を実施
※ボランティア養成講座については、新
型コロナウイルス感染症拡大防止のため
中止

〇検察庁、裁判所等への付添支援等につ
いて、引き続き、保育を含めた柔軟な対
応を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ター支援員による付添等の支援を実施
・検察庁、裁判所等への付添い等
303回

〇安定して支援を行える人材を確保・育
成するため、ボランティア養成講座や、
支援者、相談員等のスキルアップのため
の研修会を実施

〇検察庁、裁判所等への付添支援等につ
いて、引き続き、保育を含めた柔軟な対
応を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ター支援員による付添等の支援を実施
・検察庁、裁判所等への付添い等
308回

〇安定して支援を行える人材を確保・育
成するため、ボランティア養成講座や、
支援者、相談員等のスキルアップのため
の研修会を実施

〇検察庁、裁判所等への付添支援等につ
いて、引き続き、保育を含めた柔軟な対
応を実施

○サポートステーションの支援の一環と
して、NPO法人神奈川被害者支援センター
支援員による付添等の支援を実施
・検察庁、裁判所等への付添い等
456回

〇安定して支援を行える人材を確保・育
成するため、ボランティア養成講座や、
支援者、相談員等のスキルアップのため
の研修会を実施

〇検察庁、裁判所等への付添支援等につ
いて、引き続き、保育を含めた柔軟な対
応を実施

○県警察による付添い等の支援を実施
・法律相談への付添い、代理傍聴等
983回(警察官、心理員による支援回数)

○県警察による付添い等の支援を実施
・法律相談への付添い、代理傍聴等
887回(警察官、心理員による支援回数)

○県警察による付添い等の支援を実施
・法律相談への付添い、代理傍聴等
805回(警察官、心理員による支援回数)

○県警察による付添い等の支援を実施
・法律相談への付添い、代理傍聴等
802回(警察官、心理員による支援回数)

○県警察による付添い等の支援を実施
・法律相談への付添い、代理傍聴等
769回（警察官、心理員による支援回数）

　②生活支援の充実
〇家事等の日常生活支援について、
市町村と情報交換を進め、市町村の
取組との連携を含めて検討し、支援
の充実を図ります。

〇家事等の日常生活支援について、市町
村と情報交換を進め、市町村の取組との
連携を含めて検討

〇家事等の日常生活支援について、市町
村と情報交換を進め、市町村の取組との
連携を含めて検討

〇家事等の日常生活支援について、市町
村と情報交換を進め、市町村の取組との
連携を含めて検討

〇家事等の日常生活支援について、市町
村と情報交換を進め、市町村の取組との
連携を含めて検討

〇家事等の日常生活支援について、市町
村と情報交換を進め、市町村の取組との
連携を含めて検討

　③ＤＶ被害者や被虐待児童に対する自立支援等の実施
〇ＤＶ被害者の自立支援
・ ＤＶ被害者は一人ひとり異なっ
た状況にあり、一時保護から自立を
していく過程で、精神的、経済的な
問題をはじめ、住まいの確保、就
労、子どものケアや就学など、様々
な課題を解決する必要があるため、
関係機関や民間団体が相互に連携し
ながら、被害者の立場に立ち、自立
した生活に向けた切れ目のない支援
を行います。

○一時保護中のＤＶ被害者に関して、関
係機関とのカンファレンス等を実施し、
一人ひとりの状況に合わせた支援を実施
　また、同伴児童に関して保育の提供や
学習の機会の保障、心理士によるアセス
メントを行う等の支援を実施

○一時保護中のＤＶ被害者に関して、関
係機関とのカンファレンス等を実施し、
一人ひとりの状況に合わせた支援を実施
　また、同伴児童に関して保育の提供や
学習の機会の保障、心理士によるアセス
メントを行う等の支援を実施

○一時保護中のＤＶ被害者に関して、関
係機関とのカンファレンス等を実施し、
一人ひとりの状況に合わせた支援を実施
　また、同伴児童に関して保育の提供や
学習の機会の保障、心理士によるアセス
メントを行う等の支援を実施

○一時保護中のＤＶ被害者に関して、関
係機関とのカンファレンス等を実施し、
一人ひとりの状況に合わせた支援を実施
　また、同伴児童に関して保育の提供や
学習の機会の保障、心理士によるアセス
メントを行う等の支援を実施

○一時保護中のＤＶ被害者に関して、関
係機関とのカンファレンス等を実施し、
一人ひとりの状況に合わせた支援を実施
　また、同伴児童に関して保育の提供や
学習の機会の保障、心理士によるアセス
メントを行う等の支援を実施

〇児童相談所における被虐待児童へ
の支援
・ 児童相談所の一時保護所におい
て、被虐待児童に対して、児童心理
司等による心理的支援を行うととも
に、教員ＯＢ等の学習指導員による
学習支援を行います。

○児童相談所の一時保護所に１名ずつ心
理職員を配置し、被虐待児童に対し心理
的ケアを実施

○教員ＯＢ等の学習指導員を各児童相談
所（一時保護所）に配置

○児童相談所の一時保護所に１名ずつ心
理職員を配置し、被虐待児童に対し心理
的ケアを実施

○教員ＯＢ等の学習指導員を各児童相談
所（一時保護所）に配置

○児童相談所の一時保護所に１名ずつ心
理職員を配置し、被虐待児童に対し心理
的ケアを実施

○教員ＯＢ等の学習指導員を各児童相談
所（一時保護所）に配置

○児童相談所の一時保護所に１名ずつ心
理職員を配置し、被虐待児童に対し心理
的ケアを実施

○教員ＯＢ等の学習指導員を各児童相談
所（一時保護所）に配置

○児童相談所の一時保護所に１名ずつ心
理職員を配置し、被虐待児童に対し心理
的ケアを実施した。

○教員ＯＢ等の学習指導員を各児童相談
所（一時保護所）に配置した。

・ 児童被害者一人ひとりの状況に
よる一時保護から自立までの過程で
問題となる心理的、経済的な問題を
はじめ、住まいの確保、就労、子ど
ものケアや就学など、児童被害者の
立場に立った切れ目のない支援を行
います。

　①臨床心理士等によるカウンセリング等の心理的支援の実施　　　
〇犯罪被害者等が受けた精神的被害
から早期に回復できるよう、犯罪被
害者等のニーズに応じ、適切なカウ
ンセリングを実施します。

○サポートステーションの支援の一貫と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ターの登録カウンセラーによるカウンセ
リングを実施　161回

○サポートステーションの支援の一貫と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ターの登録カウンセラーによるカウンセ
リングを実施　111回

○サポートステーションの支援の一貫と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ターの登録カウンセラーによるカウンセ
リングを実施　43回

○サポートステーションの支援の一貫と
して、NPO法人神奈川被害者支援セン
ターの登録カウンセラーによるカウンセ
リングを実施　98回

○サポートステーションの支援の一貫と
して、NPO法人神奈川被害者支援センター
の登録カウンセラーによるカウンセリン
グを実施　158回

〇臨床心理士の資格を有する警察職
員等による、初期的段階からのカウ
ンセリングを実施します。

〇県警察によるカウンセリングを実施
・心理員によるカウンセリング　446回

〇県警察によるカウンセリングを実施
・心理員によるカウンセリング　536回

〇県警察によるカウンセリングを実施
・心理員によるカウンセリング　420回

〇県警察によるカウンセリングを実施
・心理員によるカウンセリング　477回

〇県警察によるカウンセリングを実施
・心理員によるカウンセリング　466回

〇犯罪被害者等へのカウンセリング
事業にノウハウのある民間支援団体
と連携・協働し、臨床心理士等によ
るカウンセリングを実施します。特
に、死傷者が多数に上る事案など、
事案の内容に応じ柔軟に対応し、犯
罪被害者等がより支援を受けやすい
形での実施について検討します。

〇カウンセリングを通じて精神科医
療の提供が必要と判断された場合な
ど必要に応じて、保健所等関係機関
と連携し、精神科医療の受診につな
ぎます。

○事案の内容に応じ、柔軟に支援を実施

○必要に応じ、精神科医療の受診につな
いだ

○事案の内容に応じ、柔軟に支援を実施

○必要に応じ、精神科医療の受診につな
いだ

○事案の内容に応じ、柔軟に支援を実施

○必要に応じ、精神科医療の受診につな
いだ

○事案の内容に応じ、柔軟に支援を実施

○必要に応じ、精神科医療の受診につな
いだ

○事案の内容に応じ柔軟な支援を実施

○必要に応じ、精神科医療の受診につな
いだ

　②精神科の受診の支援　　　
〇犯罪被害者等が精神科の受診が必
要と考えられる場合に、適切な医療
に繋げるための、費用を公費負担し
ます。

○精神科受診の必要性が認められる被害
者等を適切な医療につなげるため、一部
公費を負担
・９人16回

○精神科受診の必要性が認められる被害
者等を適切な医療につなげるため、一部
公費を負担
・９人17回

○精神科受診の必要性が認められる被害
者等を適切な医療につなげるため、一部
公費を負担
・12人28回

○精神科受診の必要性が認められる被害
者等を適切な医療につなげるため、一部
公費を負担
・22人132回

○精神科受診の必要性が認められる被害
者等を適切な医療につなげるため、費用
の一部を公費負担
・29人170回

　③自助グループの紹介
〇民間支援団体とも連携し、犯罪被
害者等が同じような苦しさ、つらさ
を抱えた者同士で、互いに語り合う
中で、支え合っていくことを目的と
して集う自助グループについての情
報収集に努めるとともに、必要に応
じて、犯罪被害者等に対して自助グ
ループを紹介します。

○サポートステーションや、かならいん
の相談者に対し、必要に応じて自助グ
ループを紹介

○サポートステーションや、「かならい
ん」の相談者に対し、必要に応じて自助
グループを紹介

○サポートステーションや、「かならい
ん」の相談者に対し、必要に応じて自助
グループを紹介

○サポートステーションや、「かならい
ん」の相談者に対し、必要に応じて自助
グループを紹介

○サポートステーションや、「かならい
ん」の相談者に対し、必要に応じて自助
グループを紹介

　④犯罪被害者等に対する適切な医療の提供
【迅速かつ適切な救急医療の提供】

〇総合的な救急医療体制を整備し、
県民に対して適切な救急医療を提供
します。

〇総合的な救急医療体制を整備し、県民
に対して適切な救急医療を提供

〇総合的な救急医療体制を整備し、県民
に対して適切な救急医療を提供

〇総合的な救急医療体制を整備し、県民
に対して適切な救急医療を提供

〇総合的な救急医療体制を整備し、県民
に対して適切な救急医療を提供

〇総合的な救急医療体制を整備し、県民
に対して適切な救急医療を提供

【医療機関情報等の提供】
〇「かながわ医療情報検索サービ
ス」をホームページ上で公開し、各
医療機関で受けられる治療などにつ
いての情報を提供するとともに、保
健福祉事務所及び精神保健福祉セン
ターでは、被害者等から相談があっ
た場合、随時相談に応じ、必要な医
療機関等の情報を提供します。

○「かながわ医療情報検索サービス」を
ホームページ上で公開し、各医療機関で
受けられる治療などについての情報を提
供

○「かながわ医療情報検索サービス」を
ホームページ上で公開し、各医療機関で
受けられる治療などについての情報を提
供

○「かながわ医療情報検索サービス」を
ホームページ上で公開し、各医療機関で
受けられる治療などについての情報を提
供

○「かながわ医療情報検索サービス」を
ホームページ上で公開し、各医療機関で
受けられる治療などについての情報を提
供

○「かながわ医療情報検索サービス」を
ホームページ上で公開し、各医療機関で
受けられる治療などについての情報を提
供

○保健福祉事務所において、随時、精神
保健福祉に関する相談に応じ、医療機関
等の情報を提供

○精神保健福祉センターにおいて、ここ
ろの電話相談を実施し、医療機関等の情
報を提供

○保健福祉事務所において、随時、精神
保健福祉に関する相談に応じ、医療機関
等の情報を提供

○精神保健福祉センターにおいて、ここ
ろの電話相談を実施し、医療機関等の情
報を提供

○保健福祉事務所において、随時、精神
保健福祉に関する相談に応じ、医療機関
等の情報を提供

○精神保健福祉センターにおいて、ここ
ろの電話相談を実施し、医療機関等の情
報を提供

○保健福祉事務所において、随時、精神
保健福祉に関する相談に応じ、医療機関
等の情報を提供

○精神保健福祉センターにおいて、ここ
ろの電話相談を実施し、医療機関等の情
報を提供

○保健福祉事務所において、随時、精神
保健福祉に関する相談に応じ、医療機関
等の情報を提供

○精神保健福祉センターにおいて、医療
機関等の情報を提供

〇児童相談所においても、必要に応
じて医療機関等の情報を提供しま
す。

○児童相談所の相談業務において必要に
応じ、相談者等へ医療機関等の情報を提
供

○児童相談所の相談業務において必要に
応じ、相談者等へ医療機関等の情報を提
供

○児童相談所の相談業務において必要に
応じ、相談者等へ医療機関等の情報を提
供

○児童相談所の相談業務において必要に
応じ、相談者等へ医療機関等の情報を提
供

○児童相談所の相談業務において必要に
応じ、相談者等へ医療機関等の情報を提
供した。

　⑤少年等に対する相談、精神的ケアの充実
【被害少年に対する相談、支援】

〇臨床心理士等の資格を有する少年
相談員や、少年警察ボランティアと
して活動する被害少年サポーター
が、犯罪等の被害にあった少年やそ
の保護者の相談及び精神的ケアや立
ち直り支援を行います。

○犯罪等の被害にあった少年やその保護
者からの相談を受理し、少年相談員や被
害少年サポーターによる立ち直り支援を
実施

○犯罪等の被害にあった少年やその保護
者からの相談を受理し、少年相談員等に
よる立ち直り支援を実施

○犯罪等の被害にあった少年やその保護
者からの相談を受理し、少年相談員等に
よる立ち直り支援を実施

○犯罪等の被害にあった少年やその保護
者からの相談を受理し、少年相談員等に
よる立ち直り支援を実施

〇公認心理師等の資格を有する少年相談
員が、犯罪等の被害にあった少年やその
保護者の相談及び精神的ケアや立ち直り
支援を実施

【児童相談所における心理的ケアの実施】
〇被虐待児童等に対して、児童心理
司等によるカウンセリング等の心理
的支援を行います。

○児童相談所の相談業務において、虐待
を受けた児童に対し、必要に応じ心理職
員による心理カウンセリングを実施

○児童相談所の相談業務において、虐待
を受けた児童に対し、必要に応じ心理職
員による心理カウンセリングを実施

○児童相談所の相談業務において、虐待
を受けた児童に対し、必要に応じ心理職
員による心理カウンセリングを実施

○児童相談所の相談業務において、虐待
を受けた児童に対し、必要に応じ心理職
員による心理カウンセリングを実施

○児童相談所の相談業務において、虐待
を受けた児童に対し、必要に応じ心理職
員による心理カウンセリングを実施し
た。

 (3)日常生活の支援

(4) 心身に受けた影響からの回復
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概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

【学校内のカウンセリング体制の整備】
〇犯罪被害者等を含む児童・生徒や
保護者等の心の問題の解決を図るた
め、公立中学校や県立高校等にス
クールカウンセラーを配置し、児
童・生徒へのカウンセリングや保護
者等への助言などを行います。

○臨床心理士等をスクールカウンセラー
として、政令市を除く全公立中学校及び
県立中等教育学校（前期課程）に配置
※政令市は独自に対応

○臨床心理士等をスクールカウンセラー
として、政令市を除く市町村立小・中学
校に対応するため、全公立中学校に配置
※政令市は独自に対応

○臨床心理士等をスクールカウンセラー
として、政令市を除く市町村立小・中学
校に対応するため、全公立中学校に配置
※政令市は独自に対応

○スクールカウンセラーをすべての市町
村立中学校（政令市を除く）に配置（重
点配置校24校）し、中学校区内の小学校
にも対応するとともに、スクールカウン
セラーの質の向上を図るためアドバイ
ザーを教育事務所等に配置。　※政令市
は独自に対応

○子どもたちが抱える困難に対応するた
め、スクールカウンセラーをすべての市
町村立中学校（政令市を除く）に配置
（重点配置校90校）し、中学校区内の小
学校にも対応するとともに、スクールカ
ウンセラーの質の向上、問題行動等の未
然防止や早期改善を図るため、アドバイ
ザーを教育事務所等に配置。　※政令市
は独自に対応

○県立高等学校・中等教育学校（後期課
程）82校を拠点校としてスクールカウン
セラーを各１名配置するとともに、スー
パーバイザーを教育局に１名配置

○臨床心理士等をスクールカウンセラー
として、県立高等学校・中等教育学校の
拠点校に88名配置するとともに、スー
パーバイザーを教育局に１名配置

○臨床心理士等をスクールカウンセラー
として、県立高等学校・中等教育学校の
拠点校に92名配置するとともに、スー
パーバイザーを教育局に１名配置し、児
童・生徒への心のケアを実施

○スクールカウンセラーを県立高等学
校・中等教育学校の拠点校に96名配置す
るとともに、スーパーバイザーを教育局
に配置し、生徒等への心のケアを実施

○スクールカウンセラーを増員し、すべ
ての県立高等学校・中等教育学校に週１
日配置するとともに、スーパーバイザー
を教育局に配置し、生徒等への心のケア
を実施

〇私立学校に対しては、人権教育研
修会を通じて、学校内のカウンセリ
ング体制の整備に関する情報を提供
します。

○私立学校教職員を対象とした「人権同
和研修会」を３月に開催し、情報提供を
する予定であったが、新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため中止

○私立学校教職員を対象とした「人権・
同和及びいじめ問題対策研修会」を12月
に開催し、情報提供を実施

○私立学校教職員を対象とした「人権・
同和及びいじめ問題対策研修会」を12月
に開催し、情報提供を実施

○私立学校教職員を対象とした「人権・
同和及びいじめ問題対策研修会」を12月
に開催し、情報提供を実施

○私立学校教職員を対象とした「人権・
同和及びいじめ問題対策研修会」を12月
に開催し、情報提供を実施

【スクールソーシャルワーカーによる関係機関との連携】
〇社会福祉に関する専門的な知識を
有するスクールソーシャルワーカー
を各教育事務所及び県立高校等に配
置し、関係機関との連携を図り、犯
罪被害者等である少年を含む児童・
生徒の置かれた環境に対応した支援
を行います。

○政令・中核市を除く市町村立小・中学
校に対応するスクールソーシャルワー
カーを教育事務所に44名配置し、関係機
関等と連携した対応を実施

○政令・中核市を除く市町村立小・中学
校に対応するスクールソーシャルワー
カーを教育事務所に46名配置し、関係機
関等と連携した対応を実施
※政令市・中核市は独自に対応

○政令・中核市を除く市町村立小・中学
校に対応するスクールソーシャルワー
カーを教育事務所に48名配置し、関係機
関等と連携した対応を実施
※政令市・中核市は独自に対応

○スクールソーシャルワーカーを教育事
務所に50人配置し、市町村立小・中学校
（政令市・中核市を除く）に派遣すると
ともに、スクールソーシャルワーカーへ
の専門的な助言を行うスーパーバイザー
を教育局に配置。
※政令市・中核市は独自に対応

○子どもたちが抱える困難に対応するた
め、スクールソーシャルワーカーを教育
事務所に50人配置し、市町村立小・中学
校（政令市・中核市を除く）に派遣する
とともに、スクールソーシャルワーカー
への専門的な助言を行うスーパーバイ
ザーを教育局に配置し、あわせて、市町
村への指導・助言を行うアドバイザーを
教育事務所に配置。
※政令市・中核市は独自に対応

○スクールソーシャルワーカー30名を拠
点校となる県立高等学校に配置し、各地
区の全ての県立学校を対象に活動するこ
とで、地区の関係機関等と連携した対応
を実施

○スクールソーシャルワーカー30名を拠
点校となる県立高等学校に配置し、各地
区の全ての県立学校を対象に活動するこ
とで、地区の関係機関等と連携した対応
を実施

○社会福祉士等をスクールソーシャル
ワーカーとして県立高等学校の拠点校に
30名配置し、各地区の全ての県立学校を
対象に活動することで、関係機関等と連
携した支援を実施

○スクールソーシャルワーカーを県立高
等学校の拠点校に30名配置し、各地区の
すべての県立学校を対象に活動すること
で、関係機関等と連携した支援を実施

○スクールソーシャルワーカーを増員
し、すべての県立高等学校・中等教育学
校に週１日配置し、関係機関等と連携し
た支援を実施

　⑥被虐待児童、高齢者、障がい者への対応
〇各種研修会等を通して、各学校に
おける被害少年のケアや児童虐待の
防止、早期発見等のための情報を提
供するとともに、県立学校の人権相
談窓口においても、児童虐待に係る
相談に適切に対応していきます。

○私立学校等における児童虐待防止、早
期発見、対応のための情報提供等を実施

○私立学校等における児童虐待防止、早
期発見、対応のための情報提供等を実施

○私立学校等における児童虐待防止、早
期発見、対応のための情報提供等を実施

○私立学校等における児童虐待防止、早
期発見、対応のための情報提供等を実施

○私立学校等における児童虐待防止、早
期発見、対応のための情報提供等を実施

○公立学校における被虐待児童の早期発
見、早期対応のための体制整備の促進の
ため、初任者研修講座等の中で研修を実
施
　受講者925名

○人権教育研修講座等における講話の中
で児童虐待について説明

○人権教育指導者養成研修講座、県市町
村人権教育担当者研修会において児童虐
待をテーマにした講演を実施

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

○「児童虐待対応パンフレット」を配付
（配付先:人権教育研修講座等参加者、人
権教育担当者会議出席者）

○公立学校における被虐待児童の早期発
見、早期対応のための体制整備の促進の
ため、初任者研修講座等の中で研修を実
施。新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、机上研修として実施
　受講者935名

○人権教育研修講座等における講話の中
で児童虐待について説明

○県立学校人権教育研修講座において児
童虐待をテーマにした講演を実施

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

○「児童虐待対応マニュアル」を作成、
配付
（配付先:県立学校教員、県内各市町村教
育委員会、人権教育研修講座等参加者、
人権教育担当者会議出席者）

○公立学校における被虐待児童の早期発
見、早期対応のための体制整備の促進の
ため、初任者研修講座等の中で研修を実
施。
　受講者453名

○人権教育研修講座等における講話の中
で児童虐待について説明

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

○公立学校における被虐待児童の早期発
見、早期対応のための体制整備の促進の
ため、初任者研修講座等の中で研修を実
施。
　受講者449名

○人権教育研修講座等における講話の中
で性的マイノリティの人権を取り巻く現
状と課題について説明

○人権教育指導者養成研修講座において
児童虐待をテーマにした講演を実施

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

○公立学校における被虐待児童の早期発
見、早期対応のための体制整備の促進の
ため、初任者研修講座等の中で研修を実
施

○人権教育研修講座等における講話の中
でインターネットによる人権侵害につい
て説明

○人権教育指導者養成研修講座において
児童虐待をテーマにした講演を実施

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

〇被虐待児童を養育する里親の養成
や研修を実施するとともに、里親登
録数の拡大のための広報を実施しま
す。

○専門里親養成研修、里親制度説明会等
を実施

○専門里親養成研修、里親制度説明会等
を実施

○専門里親養成研修、里親制度説明会等
を実施

○専門里親養成研修、里親制度説明会等
を実施

○専門里親養成研修、里親制度説明会等
を実施した。

【再掲：１(3)②　児童虐待への対
応】

同左 同左 同左 同左 同左

【再掲：１(3)②　高齢者虐待への
対応】

同左 同左 同左 同左 同左

【再掲：１(3)②　障がい者虐待へ
の対応】

同左 同左 同左 同左 同左

　⑦ＤＶ被害、ストーカー被害への対応
【再掲：１(3)②　ＤＶ被害への対
応、ストーカー被害への対応】

同左 同左 同左 同左 同左

　⑧高次脳機能障害があり生活に困難を生じている方への支援
〇交通事故や病気などによる脳の障
害により、理解力や判断力などの認
知機能が低下する高次脳機能障害に
かかる支援拠点機関として、神奈川
県総合リハビリテーションセンター
を位置づけ、支援コーディネーター
による専門的な相談支援や研修事
業、高次脳機能障害の理解促進のた
めの普及啓発などを行います。

〇県総合リハビリテーションセンターに
おいて高次脳機能障害に関する相談を実
施
・相談件数　3,975件

〇研修会等を実施
・高次脳機能障害セミナー理解編他
4回

〇県総合リハビリテーションセンターの
支援コーディネーターによる巡回相談を
要請に応じて実施
・高次脳機能障害者に対する支援を実施

・地域の支援事業所及び支援従事者の支
援技術の向上と支援体制の充実を図る

〇県総合リハビリテーションセンターに
おいて高次脳機能障害に関する相談を実
施
・相談件数　2,413件

〇研修会等を実施
・高次脳機能障害セミナー小児編 １回
　他 ２回
（４回開催予定だったが、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため３回の開催
となった。 ）

〇県総合リハビリテーションセンターの
支援コーディネーターによる巡回相談を
要請に応じて実施
・高次脳機能障害者に対する支援を実施

・地域の支援事業所及び支援従事者の支
援技術の向上と支援体制の充実を図る

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける相談支援
　・高次脳機能障害に関する相談
　　　相談件数　1,920件

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける要請に応じた巡回相談（支援コー
ディネーターによる）
　・高次脳機能障害者に対する支援
　・地域の支援事業所及び支援従事者の
　　支援技術の向上と支援体制の充実

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける相談支援
　・高次脳機能障害に関する相談
　　　相談件数　1,762件

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける要請に応じた巡回相談（支援コー
ディネーターによる）
　・高次脳機能障害者に対する支援
　・地域の支援事業所及び支援従事者の
　　支援技術の向上と支援体制の充実

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける相談支援
　・高次脳機能障害に関する相談
　　　相談件数　1,954件

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける要請に応じた巡回相談（支援コー
ディネーターによる）
　・高次脳機能障害者に対する支援
　・地域の支援事業所及び支援従事者の
    支援技術の向上と支援体制の充実

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける研修会等
　・高次脳機能障害セミナー（小児編）
　　　オンライン研修　参加者50名
　・高次脳機能障害セミナー（実務編）
　　　オンライン研修　参加者56名
　・高次脳機能障害セミナー
　　　　　　　　　　　（就労支援編）
　　　オンライン研修　参加者38名
　・高次脳機能障害セミナー（理解編）
　　　オンライン研修　参加者61名

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける事例検討会等
　・ネットワーク育成事業（年５回）
　・事例検討会（年６回）

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける研修会等
　・高次脳機能障害セミナー（小児編）
　　　オンライン研修　参加者20名
　・高次脳機能障害セミナー（実務編）
　　　オンライン研修　参加者33名
　・高次脳機能障害セミナー
　　　　　　　　　　　（就労支援編）
　　　オンライン研修　参加者33名
　・高次脳機能障害セミナー（理解編）
　　　オンライン研修　参加者56名
〇県総合リハビリテーションセンターに
おける事例検討会等
　・ネットワーク育成事業：
　　　高次脳機能障害支援ネットワーク
連絡会（主催：年２回、オブザーバー参
加：年２回）
　・事例検討会（年６回）

〇県総合リハビリテーションセンターに
おける研修会等
　・高次脳機能障害セミナー（小児編）
　　　オンライン研修　参加者30名
　・高次脳機能障害セミナー（実務編）
　　　オンライン研修　参加者46名
　・高次脳機能障害セミナー
　　　　　　　　　　　（就労支援編）
　　　オンライン研修　参加者27名
　・高次脳機能障害セミナー（理解編）
　　　オンライン研修　参加者65名
〇県総合リハビリテーションセンターに
おける事例検討会等
　・ネットワーク育成事業：
　　　高次脳機能障害支援ネットワーク
連絡会（主催：年２回、オブザーバー参
加：年２回）
　・事例検討会（年６回）

　⑨犯罪被害者等の心情を考慮した環境、施設の整備
【被害者支援要員制度】

〇支援が必要な殺人、性犯罪などの
犯罪被害者等に対し、警察官の中か
ら「被害者支援要員」を指定して、
事件現場等における付添い、相談の
受理等の支援活動を行います。

○県内54警察署、交通事故事件を所管す
る高速道路交通警察隊及び第二交通機動
隊で被害者支援要員を指定し、支援活動
を実施

○県内54警察署、交通事故事件を所管す
る高速道路交通警察隊及び第二交通機動
隊で被害者支援要員を指定し、支援活動
を実施

○県内54警察署、交通事故事件を所管す
る高速道路交通警察隊及び第二交通機動
隊で被害者支援要員を指定し、支援活動
を実施

○県内54警察署、交通事故事件を所管す
る高速道路交通警察隊及び第二交通機動
隊で被害者支援要員を指定し、支援活動
を実施

○県内54警察署、交通事故事件を所管す
る高速道路交通警察隊及び第二交通機動
隊で被害者支援要員を指定し、支援活動
を実施

【犯罪被害者専用の事情聴取室の設置】
〇犯罪被害者等の精神的負担や不安
の軽減を図るため、警察署の新築時
には犯罪被害者専用の事情聴取室の
設置を行います。

○警察署において専用相談室や会議室等
を活用し、被害者等の精神的負担や不安
を軽減

○警察署において専用相談室や会議室等
を活用し、被害者等の精神的負担や不安
を軽減

○警察署において専用相談室や会議室等
を活用し、被害者等の精神的負担や不安
を軽減

○警察署において専用相談室や会議室等
を活用し、被害者等の精神的負担や不安
を軽減

○警察署において専用相談室や会議室等
を活用し、被害者等の精神的負担や不安
を軽減

【被害者支援用車両の配置】
〇各警察署での犯罪被害者等の移動
時における精神的負担や不安の軽減
を図るため、車内が見えにくいよう
フィルムを貼るなどした被害者支援
用車両の配備を進めます。

○警察署等に被害者支援用車両42台を配
備し、被害者のプライバシー保護などに
配意しながら必要な事情聴取や実況見分
などを実施

○警察署等に被害者支援用車両44台を配
備し、被害者のプライバシー保護などに
配意しながら必要な事情聴取や実況見分
などを実施

○警察署等に被害者支援用車両44台を配
備し、被害者のプライバシー保護などに
配意しながら必要な事情聴取や実況見分
などを実施

○警察署等に被害者支援用車両44台を配
備し、被害者のプライバシー保護などに
配意しながら必要な事情聴取や実況見分
などを実施

○各警察署での犯罪被害者等の移動時に
おける精神的負担や不安の軽減を図るた
め、プライバシー保護等に配意した被害
者支援用車両を41台配備

【性犯罪被害者への対応】
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〇性犯罪捜査を担当する女性警察官
への教養を実施し、捜査の過程等、
被害者の心情に配慮した対応に努め
ます。

○聞き込み等の捜査の過程において、性
犯罪被害者が特定されないように配慮
し、女性被害者から証拠資料を採取する
場合は女性警察官が領置するなど、性犯
罪被害者の心情を考慮

○聞き込み等の捜査の過程において、性
犯罪被害者が特定されないように配慮
し、女性被害者から証拠資料を採取する
場合は女性警察官が領置するなど、性犯
罪被害者の心情を考慮

○聞き込み等の捜査の過程において、性
犯罪被害者が特定されないように配慮
し、女性被害者から証拠資料を採取する
場合は女性警察官が領置するなど、性犯
罪被害者の心情を考慮

○聞き込み等の捜査の過程において、性
犯罪被害者が特定されないように配慮
し、女性被害者から証拠資料を採取する
場合は女性警察官が領置するなど、性犯
罪被害者の心情を考慮

○聞き込み等の捜査の過程において、性
犯罪被害者が特定されないように配慮
し、女性被害者から証拠資料を採取する
場合は女性警察官が領置するなど、性犯
罪被害者の心情を考慮

【報道機関への公表内容についての配慮】
〇報道機関への公表内容について、
個別案件ごとに適切な発表内容とな
るよう配慮します。

○報道機関への公表内容については、プ
ライバシーの保護、捜査への支障等を踏
まえ、個別具体的な案件ごとに適切な発
表内容となるよう配慮

○報道機関への公表内容については、プ
ライバシーの保護、捜査への支障等を踏
まえ、個別具体的な案件ごとに適切な発
表内容となるよう配慮

○報道機関への公表内容については、プ
ライバシーの保護、捜査への支障等を踏
まえ、個別具体的な案件ごとに適切な発
表内容となるよう配慮

○報道機関への公表内容については、プ
ライバシーの保護、捜査への支障等を踏
まえ、個別具体的な案件ごとに適切な発
表内容となるよう配慮

○報道機関への公表内容については、プ
ライバシーの保護、捜査への支障等を踏
まえ、個別具体的な案件ごとに適切な発
表内容となるよう配慮

 (5)一時的な住居の提供等
　①緊急避難場所（ホテル等）の提供

〇被害直後の避難場所として、被害
の態様や再被害の恐れなどを考慮し
た上で、犯罪被害者等の利便性に配
慮したホテル等を提供します。

〇なお、ホテル等の提供について
は、原則３泊までとしますが、犯罪
被害者等の状況に応じて例外の運用
を検討します。

○被害直後の緊急避難場所としてホテル
等を提供
・提供 ２件

○被害直後の緊急避難場所としてホテル
等を提供
・提供 ２件

○被害直後の緊急避難場所としてホテル
等を提供
・提供 ２件

○被害直後の緊急避難場所としてホテル
等を提供
・提供 ６件

○被害直後の緊急避難場所としてホテル
等を提供
・提供 ０件

　②住居の確保への支援
○犯罪被害者等が新たな住居を確保
するまでの期間など、一時的な居住
場所として、県営住宅への入居によ
る支援を行います。また、市町村営
住宅の一時使用等について、市町村
と連携した取組を進めます。

○県営住宅については、犯罪被害者
等が利用しやすいよう居室の環境整
備等を行い、活用を促進します。

○サポートステーションでの支援の一環
として、犯罪被害者等が新たな住居を確
保するまでの期間など、一時的な居住場
所として、県営住宅２戸を確保
・利用実績　０件

○市町村営住宅の一時使用について、市
町村と連携した取組を実施

○県営住宅の居室の環境整備を実施

○サポートステーションでの支援の一環
として、犯罪被害者等が新たな住居を確
保するまでの期間など、一時的な居住場
所として、県営住宅２戸を確保
・利用実績　０件

○市町村営住宅の一時使用について、市
町村と連携した取組を実施

○県営住宅の居室の環境整備を実施

○サポートステーションでの支援の一環
として、犯罪被害者等が新たな住居を確
保するまでの期間など、一時的な居住場
所として、県営住宅２戸を確保
・利用実績　０件

○市町村営住宅の一時使用について、市
町村と連携した取組を実施

○県営住宅の居室の環境整備を実施

○サポートステーションでの支援の一環
として、犯罪被害者等が新たな住居を確
保するまでの期間など、一時的な居住場
所として、県営住宅２戸を確保
・利用実績　０件

○市町村営住宅の一時使用について、市
町村と連携した取組を実施

○県営住宅の居室の環境整備を実施

○サポートステーションでの支援の一環
として、犯罪被害者等が新たな住居を確
保するまでの期間など、一時的な居住場
所として、県営住宅２戸を確保
・利用実績　０件

○市町村営住宅の一時使用について、市
町村と連携した取組を実施

○県営住宅について、居室の環境整備等
を実施

〇犯罪被害者等の転居へ向けた支援
として、民間団体と連携し、民間賃
貸住宅に関する情報提供を行いま
す。

○民間団体の協力のもと、サポートス
テーションでの支援の一環として、被害
者等への民間賃貸住宅に関する情報提供
を実施
・情報提供件数　３件

○民間団体の協力のもと、サポートス
テーションでの支援の一環として、被害
者等への民間賃貸住宅に関する情報提供
を実施
・情報提供件数　３件

○民間団体の協力のもと、サポートス
テーションでの支援の一環として、被害
者等への民間賃貸住宅に関する情報提供
を実施
・情報提供件数　７件

○民間団体の協力のもと、サポートス
テーションでの支援の一環として、被害
者等への民間賃貸住宅に関する情報提供
を実施
・情報提供件数　４件

○民間団体の協力のもと、サポートス
テーションでの支援の一環として、被害
者等への民間賃貸住宅に関する情報提供
を実施
・情報提供件数　１件

　③ＤＶ被害者等や被虐待児童の一時保護
【ＤＶ被害者等の一時保護】

〇配偶者等からの暴力により、その
被害者及び同伴する家族が避難した
い場合などについて、保護施設にお
いて一時保護を行います。

○ＤＶ被害者及び同伴児童等について、
保護施設において一時保護を実施
・一時保護件数　176件

○ＤＶ被害者及び同伴児童等について、
保護施設において一時保護を実施
・一時保護件数　150件

○ＤＶ被害者及び同伴児童等について、
保護施設において一時保護を実施
・一時保護件数　160件

○ＤＶ被害者及び同伴児童等について、
保護施設において一時保護を実施
・一時保護件数　143件

○ＤＶ被害者及び同伴児童等について、
保護施設において一時保護を実施
・一時保護件数　179件

【児童相談所による一時保護】
〇虐待されている児童を保護者から
引き離す必要がある場合、児童相談
所の一時保護所等において一時保護
を行います。

○虐待されている児童について、保護者
から引き離す必要がある場合、一時保護
所等において一時保護を実施
・一時保護件数　949件

○虐待されている児童について、保護者
から引き離す必要がある場合、一時保護
所等において一時保護を実施
・一時保護件数　797件

○虐待されている児童について、保護者
から引き離す必要がある場合、一時保護
所等において一時保護を実施
・一時保護件数　835件

○虐待されている児童について、保護者
から引き離す必要がある場合、一時保護
所等において一時保護を実施
・一時保護件数　812件

○虐待されている児童について、保護者
から引き離す必要がある場合、一時保護
所等において一時保護を実施

　④ＤＶ被害者の住居の確保への助言
〇一時保護後等の自立した生活に向
けて、ＤＶ被害者の住居の確保への
助言を行います。

○一時保護後等の自立した生活に向け
て、ＤＶ被害者の住居の確保における情
報提供を福祉事務所と連携して実施

○一時保護後等の自立した生活に向け
て、ＤＶ被害者の住居の確保における情
報提供を福祉事務所等と連携して実施

○一時保護後等の自立した生活に向け
て、ＤＶ被害者の住居の確保における情
報提供を福祉事務所等と連携して実施

○一時保護後等の自立した生活に向け
て、ＤＶ被害者の住居の確保における情
報提供を福祉事務所等と連携して実施

○一時保護後等の自立した生活に向け
て、ＤＶ被害者の住居の確保における情
報提供を福祉事務所と連携して実施

　①犯罪被害者等への理解についての普及啓発の推進
〇犯罪被害者等への理解を促進する
ために、様々な媒体を活用した広報
を行うとともに、様々な機会を捉え
て市町村や関係機関・団体等と連携
した普及啓発を行います。

〇犯罪被害者週間（11月25 日～12
月1 日）に合わせ、インターネット
環境を含めた二次被害の深刻さをは
じめ、犯罪被害者等の置かれた状況
や支援や配慮の必要性について理解
を深め、自らできる支援や配慮につ
いて考える契機となる「犯罪被害者
等支援キャンペーン」を実施しま
す。
・ 市町村の広報紙や庁舎ロビーの
活用など市町村と連携した広報・普
及啓発の実施
・ 民間支援団体と連携した犯罪被
害者等支援キャンペーンの実施

○市町村と連携した普及啓発を実施
・市町村の広報紙や庁舎ロビーのモニ
ター、市町村主催の会議・イベントを活
用した普及啓発

○防犯に関する講座と連携した普及啓発
などを実施
・防犯指導者養成セミナー等での普及啓
発　６回

○犯罪被害者等支援キャンペーンを実施
・主催
　NPO法人神奈川被害者支援センター、
県、県警察
・実施時期等
　R元.11.３～R元.11.29　５日間
　県内５箇所で実施
・参加人数　約8,650人

○市町村と連携した普及啓発を実施
・市町村の広報紙や庁舎ロビーのパネ
ル、市町村主催の会議・イベント等を活
用した普及啓発

○防犯に関する講座と連携した普及啓発
などを実施
・防犯ボランティアスキルアップセミ
ナー等での普及啓発　新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため実績なし

○新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、犯罪被害者等支援キャンペーンの
実施にかわり、犯罪被害者等支援パネル
展を実施
・主催
　NPO法人神奈川被害者支援センター、
県、県警察
・実施時期等
　R２.11.20～R２.11.30
　県内１箇所で実施

○市町村と連携した普及啓発を実施
・市町村の広報紙や庁舎ロビーのパネ
ル、市町村主催の会議・イベント等を活
用した普及啓発

○防犯に関する講座と連携した普及啓発
などを実施
・地域防犯ボランティアセミナー等での
普及啓発　新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため実績なし

○新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、犯罪被害者等支援キャンペーンの
実施にかわり、犯罪被害者等支援パネル
展を実施
・主催
　NPO法人神奈川被害者支援センター、
県、県警察
・実施時期等
　R３.11.18～R３.11.25
　県内１箇所で実施

○市町村と連携した普及啓発を実施
・市町村の広報紙や庁舎ロビーのパネ
ル・モニター、市町村主催の会議・イベ
ント等を活用した普及啓発

○防犯に関する講座と連携した普及啓発
などを実施
・地域防犯ボランティアセミナー等での
普及啓発　２回

○犯罪被害者等支援キャンペーンを実施
・主催
　NPO法人神奈川被害者支援センター、
県、県警察
・実施時期等
　R４.11.25～R４.12.23　５日間
　県内５箇所で実施
・参加人数　約3,000人

○市町村と連携した普及啓発を実施
・市町村の広報紙や庁舎ロビーのパネ
ル・モニター、市町村主催の会議・イベ
ント等を活用した普及啓発

○防犯に関する講座と連携した普及啓発
などを実施
・地域防犯ボランティアセミナー等での
普及啓発　２回

○犯罪被害者等支援キャンペーンを実施
・主催
　NPO法人神奈川被害者支援センター、
県、県警察
・実施時期等
　R５.11.15～R５.11.30　５日間
　県内５箇所で実施
・参加人数　約3,000人

３　県民・事業者の理解の促進

　(1)県民・事業者の理解の促進
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概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

　②犯罪被害者等理解促進講座の実施
〇市町村と連携し、犯罪被害者等支
援についての講演会、シンポジウム
等を実施し、理解促進を図ります。

〇学校、地域、事業者団体と協働
し、犯罪被害者等の生の声を伝え、
既存の教材（ＤＶＤなど）を活用す
るなど、被害者等の受けた痛みや苦
しみなどについて犯罪被害者等の声
を伝え、インターネット環境を含
め、二次被害を生じさせないような
配慮の必要性と犯罪被害者等への理
解の促進を図る講座を県内各地で実
施します。
・ 学校や事業者団体の会合等での
理解促進講座の実施
・ 市町村と協働した地域住民等を
対象とした理解促進講座の実施

○市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　１回、参加人数　300名

〇市町村や学校、団体等と連携し、被害
者等の声を伝え、被害者等への理解の促
進を図る講座を実施
・市町村と連携した理解促進講座
　１回、参加人数　４名
・学校や各種団体と連携した理解促進講
座
　７回（２大学、１高等学校、４団
体）、参加人数　263名
・新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため３月以降の開催は見送り

○市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇市町村や学校、団体等と連携し、被害
者等の声を伝え、被害者等への理解の促
進を図る講座を実施
・市町村と連携した理解促進講座
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止
・学校や各種団体と連携した理解促進講
座
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇市町村や学校、団体等と連携し、被害
者等の声を伝え、被害者等への理解の促
進を図る講座を実施
・市町村と連携した理解促進講座
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止
・学校や各種団体と連携した理解促進講
座
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　３回、参加人数　513名

〇市町村や学校、団体等と連携し、被害
者等の声を伝え、被害者等への理解の促
進を図る講座を実施
・市町村と連携した理解促進講座
　１回、参加人数　15名
・学校や各種団体と連携した理解促進講
座
　８回（１大学、１高等学校、６団
体）、参加人数　296名

○市町村と連携し、犯罪被害者等支援に
ついての講演会、シンポジウム等を実施
・市町村と連携した講演会
　３回、参加人数　250名

〇市町村や学校、団体等と連携し、被害
者等の声を伝え、被害者等への理解の促
進を図る講座を実施
・市町村と連携した理解促進講座
　６回、参加人数　340名

〇中学生及び高校生を対象に、被害
者等の実情を伝えることで、社会全
体で犯罪被害者等を支え、被害者に
も加害者にもならない気運の醸成を
図るため、「いのちの大切さを学ぶ
教室」、「いのちの大切さを学ぶ教
室作文コンクール」を開催します。

○中学生・高校生を対象に、被害者等の
実情を伝え、被害者にも加害者にもなら
ない気運の醸成を図るための「いのちの
大切さを学ぶ教室」、「大切な命を守る
作文コンクール」を実施
・いのちの大切さを学ぶ教室 50回
・大切な命を守る作文コンクール
　応募作品2,583点

※令和元年度より作文コンクールの名称
を「大切な命を守る作文コンクール」に
変更

○中学生・高校生を対象に、被害者等の
実情を伝え、被害者にも加害者にもなら
ない気運の醸成を図るための「いのちの
大切さを学ぶ教室」を実施
　　実施回数　14回

〇「大切な命を守る」全国中学高校生作
文コンクールへの応募
　　応募作品　407点

○中学生・高校生を対象に、被害者等の
実情を伝え、被害者にも加害者にもなら
ない気運の醸成を図るための「いのちの
大切さを学ぶ教室」は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止

〇「大切な命を守る」全国中学高校生作
文コンクールへの応募
　　応募作品　88点

○中学生・高校生を対象に、被害者等の
実情を伝え、被害者にも加害者にもなら
ない気運の醸成を図るための「いのちの
大切さを学ぶ教室」は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止

〇「大切な命を守る」全国中学高校生作
文コンクールへの応募
　　応募作品　233点

○中学生・高校生を対象に、被害者等の
実情を伝え、被害者にも加害者にもなら
ない気運の醸成を図るための「いのちの
大切さを学ぶ教室」を実施
　　実施回数　39回

〇「大切な命を守る」全国中学高校生作
文コンクールへの応募
　　応募作品　98点

　③神奈川県犯罪のない安全・安心まちづくり推進協議会を母体とした県民運動の展開
〇安全・安心まちづくりの推進体制
である「神奈川県犯罪のない安全・
安心まちづくり推進協議会」を犯罪
被害者等支援における推進体制とし
ても位置づけ、犯罪被害者等支援に
ついても県民総ぐるみ運動として展
開します。
・ 協議会参加団体による自主的な
取組の促進（情報提供等）
・ 広報・普及啓発における協議会
参加団体との連携

○推進協議会総会での協議等を実施
・犯罪被害者等支援についての理解の促
進を重点目標の一つとする31年度行動計
画を決定
・県の犯罪被害者等への支援の取組を説
明　１回

○協議会参加団体の取組に対する働きか
けを実施
・理解促進講座の実施やサポートステー
ション、かならいんの広報への協力等を
依頼

○推進協議会総会での協議等を実施
・犯罪被害者等支援についての理解の促
進を重点目標の一つとする令和２年度行
動計画を決定
・県の犯罪被害者等への支援の取組を説
明　１回（書面開催）

○協議会参加団体の取組に対する働きか
けを実施
・理解促進講座の実施やサポートステー
ション、「かならいん」の広報への協力
等を依頼

○推進協議会総会での協議等を実施
・犯罪被害者等支援についての理解の促
進を重点目標の一つとする令和３年度行
動計画を決定
・県の犯罪被害者等への支援の取組を説
明　１回（書面開催）

○協議会参加団体の取組に対する働きか
けを実施
・理解促進講座の実施やサポートステー
ション、「かならいん」の広報への協力
等を依頼

○推進協議会総会での協議等を実施
・犯罪被害者等支援についての理解の促
進を重点目標の一つとする令和４年度行
動計画を決定
・県の犯罪被害者等への支援の取組を説
明　１回（書面開催）

○協議会参加団体の取組に対する働きか
けを実施
・理解促進講座の実施やサポートステー
ション、「かならいん」の広報への協力
等を依頼

○推進協議会総会での協議等を実施
・犯罪被害者等支援についての理解の促
進を重点目標の一つとする５年度行動計
画を決定
・県の犯罪被害者等への支援の取組を説
明　１回
　
○協議会参加団体の取組に対する働きか
けを実施
・理解促進講座の実施やサポートステー
ション、「かならいん」の広報への協力
等を依頼

　④様々な機会・媒体を用いた情報の提供
【各種月間・週間等における啓発事業等の実施】

〇児童虐待防止推進月間（11 月）
に、広報啓発事業を実施します。

○児童虐待防止月間（11月）を中心に、
様々な媒体を活用し、広報・啓発活動を
実施
・子ども虐待防止オレンジリボンたすき
リレーにおいて、チラシや啓発グッズの
配布による啓発を実施

○児童虐待防止月間（11月）を中心に、
様々な媒体を活用し、広報・啓発活動を
実施
・子ども虐待防止オレンジリボンたすき
リレーにおけるチラシや啓発グッズの配
布による啓発は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため中止

○児童虐待防止月間（11月）を中心に、
様々な媒体を活用し、広報・啓発活動を
実施
・子ども虐待防止オレンジリボンたすき
リレーにおけるチラシや啓発グッズの配
布による啓発は、新型コロナウイルス感
染症拡大防止のため中止

○児童虐待防止月間（11月）を中心に、
様々な媒体を活用し、広報・啓発活動を
実施
・子ども虐待防止オレンジリボンたすき
リレーにおけるチラシや啓発グッズの配
布による啓発活動を３年ぶりに実施。
（令和４年10月23日）

○児童虐待防止月間（11月）を中心に、
様々な媒体を活用し、広報・啓発活動を
実施
・子ども虐待防止オレンジリボンたすき
リレーにおけるチラシや啓発グッズの配
布による啓発活動を実施。(令和５年10月
22日)

○11 月12 日から25 日（女性に対
する暴力撤廃国際日）までの２週
間、ＤＶ、性犯罪、売買春、セク
シュアル・ハラスメント、ストー
カー行為等女性に対する暴力をなく
すため、啓発事業を実施します。

○11月12日から25日（女性に対する暴力
撤廃国際日）までの２週間を中心に、女
性に対する暴力をなくすための啓発事業
を実施

○11月12日から25日（女性に対する暴力
撤廃国際日）までの２週間を中心に、女
性に対する暴力をなくすための啓発事業
を実施

○11月12日から25日（女性に対する暴力
撤廃国際日）までの２週間を中心に、女
性に対する暴力をなくすための啓発事業
を実施

○11月12日から25日（女性に対する暴力
撤廃国際日）までの２週間を中心に、女
性に対する暴力をなくすための啓発事業
を実施

○11月12日から25日（女性に対する暴力
撤廃国際日）までの２週間を中心に、女
性に対する暴力をなくすための啓発事業
を実施

○職場のハラスメントを防止するた
め、職場のハラスメント相談強化月
間（12月）において集中的に広報等
を行います。

○職場のハラスメントを防止するため、
職場のハラスメント相談強化月間（12
月）において集中的に広報を実施
相談強化月間における相談件数：84件
（前年度比８％増）

○職場のハラスメント等を防止するた
め、「労働相談強化期間（10・11・12
月）」において集中的に広報を実施
・労働相談強化期間における相談件数：
118 件
※新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、職場のハラスメントをテーマとし
たセミナーを中止とし、労働相談強化期
間を３か月に延長し、ハラスメントの相
談対応を実施

○職場のハラスメント等を防止するた
め、「職場のハラスメント相談強化月間
（12月）」において集中的に広報を実施
・職場のハラスメント相談強化月間にお
ける相談件数：148 件
・職場のハラスメントをテーマとしたセ
ミナーを実施：７回、受講者数計235 人

○職場のハラスメント等を防止するた
め、「職場のハラスメント相談強化月間
（12月）」において集中的に広報を実施
・職場のハラスメント相談強化月間にお
ける相談件数：43件
・職場のハラスメントをテーマとしたセ
ミナーを実施：５回、受講者数計298人

○職場のハラスメントを防止するため、
職場のハラスメント相談強化月間（12
月）において集中的に広報等を実施
・職場のハラスメント相談強化月間にお
ける相談件数：67件
・職場のハラスメントをテーマとしたセ
ミナーを実施：４回、受講者数計178人

【ホームページ等を活用した情報提供】
〇電子メール及び県警察のホーム
ページで、子どもに対する声かけ事
案など、子どもの安全に関わる情報
を提供します。

○県警ホームページ等に子供や女性に対
する犯罪被害防止情報を掲載

○「ピーガルくん子ども安全メール」、
「Yahoo!防災速報」等を活用した声掛け
事案、不審者出没等、身近な犯罪発生情
報等のタイムリーな情報提供を実施
発信件数
・ピーガルくん子ども安全メール　855
件
・Yahoo!防災速報　1,125件

○県警ホームページ等に子供や女性に対
する犯罪被害防止情報を掲載

○「ピーガルくん子ども安全メール」、
「Yahoo!防災速報」等を活用した声掛け
事案、不審者出没等、身近な犯罪発生情
報等のタイムリーな情報提供を実施
発信件数
・ピーガルくん子ども安全メール
1,110件
・Yahoo!防災速報　1,072件

○県警ホームページ等に子供や女性に対
する犯罪被害防止情報を掲載

○「ピーガルくん子ども安全メール」、
「Yahoo!防災速報」等を活用した声掛け
事案、不審者出没等、身近な犯罪発生情
報等のタイムリーな情報提供を実施
発信件数
・ピーガルくん子ども安全メール
1,494件
・Yahoo!防災速報　1,060件

○県警ホームページ等に子供や女性に対
する犯罪被害防止情報を掲載

○「ピーガルくん子ども安全メール」、
「Yahoo!防災速報」等を活用した声掛け
事案、不審者出没等、身近な犯罪発生情
報等のタイムリーな情報提供を実施
発信件数
・ピーガルくん子ども安全メール
1,702件
・Yahoo!防災速報　517件

○県警ホームページ等に子供や女性に対
する犯罪被害防止情報を掲載

○「ピーガルくん子ども安全メール」、
「Yahoo!防災速報」等を活用した声掛け
事案、不審者出没等、身近な犯罪発生情
報等のタイムリーな情報提供を実施
・ピーガルくん子ども安全メール　1,743
件
・Yahoo!防災速報　405件

○各種広報媒体を活用し、被害者等
への支援情報の提供などを行いま
す。

○防犯教室等において、被害者等支
援についての啓発や情報提供を行い
ます。

○犯罪被害者等支援施策等について、
様々な広報媒体を通じて情報提供を実施
・ホームページ、市町村の広報媒体を通
じた情報提供等
・ポスターの作成、関係機関、コンビニ
エンスストア等における掲示

○各種イベント等において啓発資料を配
布
・他機関主催のイベント等においてリー
フレット等を配布

○防犯指導者養成セミナー等での啓発、
情報提供を実施

○犯罪被害者等支援施策等について、
様々な広報媒体を通じて情報提供を実施
・ホームページ、市町村の広報媒体を通
じた情報提供等
・ポスターの作成、関係機関、コンビニ
エンスストア等における掲示

○各種イベント等において啓発資料を配
布
・他機関主催のイベント等においてリー
フレット等を配布

○防犯ボランティアスキルアップセミ
ナー等での啓発、情報提供を実施
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため実績なし

○犯罪被害者等支援施策等について、
様々な広報媒体を通じて情報提供を実施
・ホームページ、市町村の広報媒体を通
じた情報提供等
・ポスターの作成、関係機関、コンビニ
エンスストア等における掲示

○各種イベント等において啓発資料を配
布
・他機関主催のイベント等においてリー
フレット等を配布

○地域防犯ボランティアセミナー等での
啓発、情報提供を実施
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため実績なし

○犯罪被害者等支援施策等について、
様々な広報媒体を通じて情報提供を実施
・ホームページ、市町村の広報媒体を通
じた情報提供等
・ポスターの作成、関係機関、コンビニ
エンスストア等における掲示

○各種イベント等において啓発資料を配
布
・他機関主催のイベント等においてリー
フレット等を配布

○地域防犯ボランティアセミナー等での
啓発、情報提供を実施

○犯罪被害者等支援施策等について、
様々な広報媒体を通じて情報提供を実施
・ホームページ、市町村の広報媒体を通
じた情報提供等
・ポスターの作成、関係機関、コンビニ
エンスストア等における掲示

○各種イベント等において啓発資料を配
布
・他機関主催のイベント等においてリー
フレット等を配布

○地域防犯ボランティアセミナー等での
啓発、情報提供を実施

　⑤交通事故防止についての普及啓発の推進
【交通安全教育の実施】

○交通安全指導員による幼稚園・保
育所の教職員や保護者を対象とした
幼児交通安全指導実技研修会を実施
し、交通安全に対する意識を高める
とともに広報、啓発を行います。
また、高齢者に対しては、交通安全
県民運動の一環として、市町村等と
の共催による参加体験型のシルバー
リーダー養成研修会を行います。

○幼稚園・保育所の教職員や保護者を対
象とした幼児交通安全指導実技研修会を
実施
・実施園数 172園、参加人数 17,106人

○“ヒヤリ体感”高齢者交通安全教室等
を実施
・1回、参加人数 40人

○幼稚園・保育所の教職員や保護者を対
象とした幼児交通安全指導実技研修会を
実施
・実施園数 124園、参加人数 11,303人

○シルバーリーダー養成研修会について
は、新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止

○幼稚園・保育所の教職員や保護者を対
象とした幼児交通安全指導実技研修会を
実施
・実施園数 138園、参加人数 11,731人

○高齢者を対象とした交通安全シルバー
リーダー養成研修会を開催
・実施回数 ２回、参加人数 60人

○幼稚園・保育所の教職員や保護者を対
象とした幼児交通安全指導実技研修会を
実施
・実施園数 176園、参加人数 14,315人

○高齢者を対象とした交通安全シルバー
リーダー養成研修会を開催
・実施回数 １回、参加人数 30人

○幼稚園・保育所の教職員や保護者を対
象とした幼児交通安全指導実技研修会を
実施
・実施園数 179園、参加人数 13,306人

○交通安全シルバーリーダー養成研修会
を実施
・実施回数 １回、参加人数 50人

○運転者の交通安全意識の高揚と交
通ルールの遵守、正しい交通マナー
の向上を図るため、ビデオテープ、
ＤＶＤを学校、職場、自治会等へ貸
出します。

○交通安全についてのＤＶＤの貸出しを
実施
・193回、視聴人数 32,788人

○交通安全についてのＤＶＤの貸出しを
実施
・86回、視聴人数 4,914人

○交通安全についてのＤＶＤの貸出しを
実施
・104回、視聴人数 8,128人

○交通安全についてのＤＶＤの貸出しを
実施
・108回、視聴人数 7,032人

○交通安全についてのＤＶＤの貸出しを
実施
・147回、視聴人数　5756人

【交通安全に係るデータ等の提供】
〇交通安全に係る基礎データを県民
に提供し、交通事故の実態について
の理解促進や交通安全運動の推進を
図ります。

○交通年鑑を発行し、各市町村、関係機
関等に配付
・発行部数　110部

○交通年鑑を発行し、各市町村、関係機
関等に配付
・発行部数　111部

○交通年鑑を発行し、各市町村、関係機
関等に配付
・発行部数　111部

○交通年鑑を発行し、各市町村、関係機
関等に配付
・発行部数　111部

○第11次神奈川県交通安全計画等のデー
タを県のホームページに掲載

〇県及び県警察のホームページで、
高速道路等における交通死亡事故発
生状況、交通事故発生状況を公表
し、事故防止に関する啓発を行いま
す。

○県内の交通事故発生状況について、県
及び県警察のホームページ上で公表

○県内の交通事故発生状況について、県
及び県警察のホームページ上で公表

○県内の交通事故発生状況について、県
及び県警察のホームページ上で公表

○県内の交通事故発生状況について、県
及び県警察のホームページ上で公表

○県内の交通事故発生状況について、県
及び県警察のホームページ上で公表
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⑥いのちの大切さに関する教育の推進

【学校教育を通じたいのちの大切さに関する教育の推進】

〇子どもたちの社会性や規範意識の
低下、不登校やいじめ・暴力行為な
どの教育課題、自殺や若者の自立を
めぐる問題が生じている中、他者へ
の思いやりや自分を大切にする心を
育み、かながわを担う人づくりを進
めるため、各学校で、あらゆる教育
活動を通して、「いのちの授業」を
展開します。

○多くの学校の取組をより幅広く収集
し、ホームページでの発信や研修等の場
面を通じて、特色ある授業を奨励すると
ともに、各学校での取組を推進

○「いのちの授業」を受けた感動を作文
にしたものを募集し表彰する「いのちの
授業」大賞を継続して行い、表彰式の実
施や優秀作品集の配付などを通して更な
る普及啓発を実施

○多くの学校の取組をより幅広く収集
し、ホームページでの発信や研修等の場
面を通じて、特色ある授業を奨励すると
ともに、各学校での取組を推進

○「いのちの授業」を受けた感動を作文
にしたものを募集し表彰する「いのちの
授業」大賞を継続して行い、表彰式の実
施や優秀作品集の配付などを通して更な
る普及啓発を実施

○多くの学校の取組をより幅広く収集
し、ホームページでの発信や研修等の場
面を通じて、特色ある授業を奨励すると
ともに、各学校での取組を推進

○「いのちの授業」を受けた感想を作文
にしたものを募集し表彰する「いのちの
授業」大賞を継続して行い、表彰式を実
施してオンライン配信し、優秀作品集の
配付などを通して更なる普及啓発を実施

○多くの学校の取組をより幅広く収集
し、ホームページでの発信や研修等の場
面を通じて、特色ある授業を奨励すると
ともに、各学校での取組を推進

○「いのちの授業」を受けた感想を作文
にしたものを募集し表彰する「いのちの
授業」大賞を継続して行い、表彰式を実
施してオンライン配信し、優秀作品集の
配付などを通して更なる普及啓発を実施

○多くの学校の取組をより幅広く収集
し、ホームページでの発信や研修等の場
面を通じて、特色ある授業を奨励すると
ともに、各学校での取組を推進

○「いのちの授業」を受けた感想を作文
等にしたものを募集し表彰する「いのち
の授業」大賞を継続して行い、表彰式を
実施してオンライン配信し、優秀作品集
の配付などを通して更なる普及啓発を実
施

○ＰＴＡ組織との協働による取組や各研
修会での作品紹介などを通じて、保護者
や各関係団体と連携して「いのちの授
業」を推進

○「いのちの授業」ハンドブック及び
「いのちの授業」ハンドブック概要版の
活用

○ＰＴＡ組織との協働による取組や各研
修会での作品紹介などを通じて、保護者
や各関係団体と連携して「いのちの授
業」を推進

○「いのちの授業」ハンドブック及び
「いのちの授業」ハンドブック概要版の
活用

○ＰＴＡ組織との協働による取組や各研
修会での作品紹介などを通じて、保護者
や各関係団体と連携して「いのちの授
業」を推進

○「いのちの授業」ハンドブック及び
「いのちの授業」ハンドブック概要版の
活用

○ＰＴＡ組織との協働による取組や各研
修会での作品紹介などを通じて、保護者
や各関係団体と連携して「いのちの授
業」を推進

○「いのちの授業」ハンドブック及び
「いのちの授業」ハンドブック概要版の
活用

○ＰＴＡ組織との協働による取組や各研
修会での作品紹介などを通じて、保護者
や各関係団体と連携して「いのちの授
業」を推進

○「いのちの授業」ハンドブック及び
「いのちの授業」ハンドブック概要版の
活用

〇いのちの大切さや人との関わり方
等の教育に資するため、各学級で
は、新しい学習指導要領に基づき小
中学校において道徳科の指導を工夫
する等、教育活動全体を通じて行う
道徳教育の推進を図ります。

○いのちの大切さや交通安全等の教育に
資するため、県内の私立小学校の児童に
文部科学省作成「たいせつないのちとあ
んぜん」リーフレットを配付

○いのちの大切さや交通安全等の教育に
資するため、県内の私立小学校及び特別
支援学校の児童に文部科学省作成「たい
せつないのちとあんぜん」リーフレット
を配付

○いのちの大切さや交通安全等の教育に
資するため、県内の私立小学校及び特別
支援学校の児童に文部科学省作成「たい
せつないのちとあんぜん」リーフレット
を配付

○いのちの大切さや交通安全等の教育に
資するため、県内の私立小学校及び特別
支援学校の児童に文部科学省作成「たい
せつないのちとあんぜん」リーフレット
を配付

○いのちの大切さや交通安全等の教育に
資するため、県内の私立小学校及び特別
支援学校の児童に文部科学省作成「たい
せつないのちとあんぜん」リーフレット
を配付

〇「いのち」を大切にする心を育む
教育を実施するため、研究推進校に
おいて「いのち」に関する講演会や
自然体験やボランティアなどの体験
活動を実施します。

○「いのち」を大切にする心を育む教育
を推進するため、研究推進校において自
然体験やボランティアなどの体験活動を
推進し、研究報告書として作成
・研究推進校：小学校４校

○「いのち」を大切にする心を育む教育
を推進するため、研究推進校において自
然体験やボランティアなどの体験活動を
推進し、研究報告書として作成
・研究推進校：小学校４校

○「いのち」を大切にする心を育む教育
を推進するため、実践研究校において
「いのち」に関する講演会や自然体験や
ボランティアなどの体験活動を推進し、
研究報告書として作成
・実践研究校：小・中学校４校

○「いのち」を大切にする心を育む教育
を推進するため、実践研究校において
「いのち」に関する講演会や自然体験や
ボランティアなどの体験活動を推進し、
研究報告書として作成
・実践研究校：小・中学校４校

○「いのち」を大切にする心を育む教育
を推進するため、実践研究校において
「いのち」に関する講演会や自然体験や
ボランティアなどの体験活動を推進し、
研究報告書として作成
・実践研究校：小・中学校４校

【家庭教育の推進】
○家庭教育学習資料「家庭教育ハン
ドブック・すこやか」を作成・配付
し、いのちの大切さや思いやり等に
関する家庭教育の推進を図ります。

○幼児から中学生までの子どもを持
つ保護者等を対象として、家庭教育
情報提供番組「すこやかファミ
リー」をインターネット配信及び県
立図書館内での視聴により提供し、
家庭教育の推進を図ります。

○家庭教育学習資料「家庭教育ハンド
ブック・すこやか」の作成・配付
・配付先

政令市立を除く県内の国・公・私立中
学（中等教育学校の前期課程及び特別支
援学校の中等部を含む）１年生の保護者
＊政令市は独自に対応

○インターネット放送番組「すこやか
ファミリー」を県のホームページで動画
配信するとともに、県立図書館で館内視
聴用ビデオを提供

○家庭教育学習資料「家庭教育ハンド
ブック・すこやか」の作成・配付
・配付先

政令市立を除く県内の国・公・私立中
学（中等教育学校の前期課程及び特別支
援学校の中等部を含む）１年生の保護者
＊政令市は独自に対応

○インターネット放送番組「すこやか
ファミリー」を県のホームページで動画
配信するとともに、県立図書館で館内視
聴用ビデオを提供

○家庭教育学習資料「家庭教育ハンド
ブック・すこやか」の作成・配付
・配付先

政令市立を除く県内の国・公・私立中
学（中等教育学校の前期課程及び特別支
援学校の中等部を含む）１年生の保護者
＊政令市は独自に対応

○インターネット放送番組「すこやか
ファミリー」を県のホームページで動画
配信するとともに、県立図書館で館内視
聴用ビデオを提供

○家庭教育学習資料「家庭教育ハンド
ブック・すこやか」の作成・配付
・配付先

政令市立を除く県内の国・公・私立中
学（中等教育学校の前期課程及び特別支
援学校の中等部を含む）１年生の保護者
＊政令市は独自に対応

○インターネット放送番組「すこやか
ファミリー」を県のホームページで動画
配信するとともに、県立図書館で館内視
聴用ビデオを提供

○家庭教育学習資料「家庭教育ハンド
ブック・すこやか」の作成・配付
・配付先

政令市立を除く県内の国・公・私立中
学（中等教育学校の前期課程及び特別支
援学校の中等部を含む）１年生の保護者
＊政令市は独自に対応

○インターネット放送番組「すこやか
ファミリー」を県のホームページで動画
配信

⑦人権教育、犯罪防止教育の推進
【人権教育研修会の実施等】

〇市町村職員、公私立学校の教職員
などを対象とした人権教育研修講座
等の際に、犯罪被害者等の人権問題
を含めた講演を実施します。

○私立学校教職員を対象とした研修会を
３月に実施予定であったが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため中止
「いじめ問題対策研修会」
「人権同和研修会」

○私立学校教職員を対象とした研修会を
12月に実施
「人権・同和及びいじめ問題対策研修
会」

○私立学校教職員を対象とした研修会を
12月に実施
「人権・同和及びいじめ問題対策研修
会」

○私立学校教職員を対象とした研修会を
12月に実施
「人権・同和及びいじめ問題対策研修
会」

○私立学校教職員を対象とした「人権・
同和及びいじめ問題対策研修会」を12月
に開催し、人権問題を含めた講演を実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育指導者養成研修講座において犯
罪被害者等の人権をテーマにした講演を
実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育研修講座等における講話の中で
児童虐待について説明

〇県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育指導者養成研修講座、県市町村
人権教育担当者研修会において児童虐待
をテーマにした講演を実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育指導者養成研修講座において犯
罪被害者等の人権をテーマにした講演を
実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育研修講座等における講話の中で
児童虐待について説明

〇県立高等学校及び中等教育学校、特別
支援学校副校長、教頭を対象として、県
立学校人権教育研修講座において児童虐
待をテーマにした講演を実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育指導者養成研修講座において犯
罪被害者等の人権をテーマにした講演を
実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育研修講座等における講話の中で
児童虐待について説明

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育指導者養成研修講座において犯
罪被害者等の人権をテーマにした講演を
実施

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育研修講座等における講話の中で
性的マイノリティの人権を取り巻く現状
と課題について説明

○県市町村職員、県立高等学校及び中等
教育学校、特別支援学校教職員、県域の
市町村立学校教職員などを対象として、
人権教育指導者養成研修講座等における
講話の中で児童虐待について説明

○人権教育指導者養成研修講座において
犯罪被害者等の人権をテーマにした講演
を実施

○人権教育研修講座等における講話の中
でインターネットによる人権侵害につい
て説明

○人権教育指導者養成研修講座において
児童虐待をテーマにした講演を実施

〇教職員一人ひとりが犯罪被害者等
の人権問題を含めた人権尊重の理
念、人権教育の意義やねらいについ
て正しく理解し、学校における人権
教育を推進するため、「人権教育ハ
ンドブック」を県ホームページに掲
載します。

○県立高等学校及び中等教育学校、特別
支援学校教職員、県域の市町村立学校教
職員対象「人権教育ハンドブック」を県
ホームページに掲載

○県立高等学校及び中等教育学校、特別
支援学校教職員、県域の市町村立学校教
職員対象「人権教育ハンドブック」を県
ホームページに掲載

○県立高等学校及び中等教育学校、特別
支援学校教職員、県域の市町村立学校教
職員対象「人権教育ハンドブック」を県
ホームページに掲載

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

○教職員対象「人権教育ハンドブック」
を県ホームページに掲載

【いじめや暴力行為の防止活動の推進】
〇私立学校設置者や学校の教職員を
対象として開催する研修会等におい
て、犯罪防止教育に係る情報提供を
行い、犯罪の未然防止を図ります。

○私立学校設置者や学校の教職員への犯
罪防止教育に係る情報提供を実施
・私立学校の教職員対象の「人権同和研
修会」を３月に開催し、その中で、犯罪
防止教育等について情報提供を実施予定
であったが、新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止

○私立学校設置者や学校の教職員への犯
罪防止教育に係る情報提供を実施
・私立学校の教職員対象の「人権・同和
及びいじめ問題対策研修会」を12月に開
催し、その中で、犯罪防止教育等につい
て情報提供を実施

○私立学校設置者や学校の教職員への犯
罪防止教育に係る情報提供を実施
・私立学校の教職員対象の「人権・同和
及びいじめ問題対策研修会」を12月に開
催し、その中で、犯罪防止教育等につい
て情報提供を実施

○私立学校設置者や学校の教職員への犯
罪防止教育に係る情報提供を実施
・私立学校の教職員対象の「人権・同和
及びいじめ問題対策研修会」を12月に開
催し、その中で、犯罪防止教育等につい
て情報提供を実施

○私立学校設置者や学校の教職員への犯
罪防止教育に係る情報提供を実施
・私立学校教職員を対象とした「人権・
同和及びいじめ問題対策研修会」を12月
に開催し、犯罪防止教育に係る情報提供
を実施

〇公立学校教員への犯罪防止教育に係る
研修会を実施　１回

〇公立学校教員への犯罪防止教育に係る
研修会を実施予定であったが、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため中止

〇公立学校教員への犯罪防止教育に係る
研修会を実施予定であったが、新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止のため中止

〇公立学校教員への犯罪防止教育に係る
研修会を実施　１回

〇公立学校教員への犯罪防止教育に係る
研修会を実施

〇いじめや暴力行為の未然防止のた
めに設けた会議において、学校、教
育委員会、ＰＴＡ等の関係機関と情
報交換等を行うなどして、児童、生
徒及び家庭への啓発活動を実施しま
す。

○いじめや暴力行為防止のために設けた
会議での情報交換等による児童、生徒及
び家庭への啓発活動を実施・支援
・「私立学校いじめ・暴力行為問題対策
協議会」を開催し、情報提供や情報交換
を実施

○いじめや暴力行為防止のために設けた
会議での情報交換等による児童、生徒及
び家庭への啓発活動を実施・支援
・「私立学校いじめ・暴力行為問題対策
協議会」を開催し、情報提供や情報交換
を実施

○いじめや暴力行為防止のために設けた
会議での情報交換等による児童、生徒及
び家庭への啓発活動を実施・支援
・「私立学校いじめ・暴力行為問題対策
協議会」を開催し、情報提供や情報交換
を実施

○いじめや暴力行為防止のために設けた
会議での情報交換等による児童、生徒及
び家庭への啓発活動を実施・支援
・「私立学校いじめ・暴力行為問題対策
協議会」を開催し、情報提供や情報交換
を実施

○いじめや暴力行為防止のために設けた
会議での情報交換等による児童、生徒及
び家庭への啓発活動を実施・支援
・「私立学校いじめ・暴力行為問題対策
協議会」を開催し、情報提供や情報交換
を実施

〇「かながわ元気な学校ネットワーク推
進会議」を開催し、問題行動の長期化・
重大化防止のための関係機関の連携や、
子どもの規範意識等を育むための学校と
地域との協働の取組を推進するための協
議を実施

〇高校生による非行防止教室を小学校、
中学校、学童などで実施

〇「かながわ元気な学校ネットワーク推
進会議」等については、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止

〇高校生による非行防止教室を小学校で
実施

〇「かながわ元気な学校ネットワーク推
進会議」を２回開催し、問題行動の未然
防止及び対応を主眼とする魅力ある学校
づくりの取組や、学校と関係機関及び地
域との連携を推進するための協議を実施

〇高校生による非行防止教室を小学校等
で実施

〇「かながわ元気な学校ネットワーク推
進会議」を２回開催し、問題行動の未然
防止及び対応を主眼とする魅力ある学校
づくりの取組や、学校と関係機関及び地
域との連携を推進するための協議を実施

〇高校生による非行防止教室を小学校で
実施

〇「かながわ元気な学校ネットワーク推
進会議」を２回開催し、問題行動の未然
防止及び対応を主眼とする魅力ある学校
づくりの取組や、学校と関係機関及び地
域との連携を推進するための協議を実施

〇高校生による非行防止教室を小学校等
で実施

①犯罪被害者等支援員養成講座の実施
〇犯罪被害者等支援の裾野を広げ、
被害者等からの電話相談に応じる相
談員や裁判所等に付添支援を担う支
援員を養成するための支援員養成講
座を実施します。

○被害者等からの相談対応や裁判所等へ
の付添い支援を行うボランティアを養成
する「犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座」を実施
・初・中級編（R元.7.5～R元.9.20 10日
間）
受講者33名

・上級編（R元.10.25～R元.12.27　10日
間）
受講者26名

○被害者等からの相談対応や裁判所等へ
の付添い支援を行うボランティアを養成
する「犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座」を実施
・初・中級編
新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため中止
・上級編

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○被害者等からの相談対応や裁判所等へ
の付添い支援を行うボランティアを養成
する「犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座」を実施
・初・中級編（R3.7.2～R3.11.12 10日
間）

受講者19名
・上級編（R3.11.19～R4.1.28 10日間）
受講者14名

○被害者等からの相談対応や裁判所等へ
の付添い支援を行うボランティアを養成
する「犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座」を実施
・初・中級編（R4.7.1～R4.9.16 10日
間）
受講者26名

・上級編（R4.10.21～R4.12.23 10日
間）
受講者19名

○被害者等からの相談対応や裁判所等へ
の付添い支援を行うボランティアを養成
する「犯罪被害者等支援ボランティア養
成講座」を実施
・初・中級編（R5.7.7～R5.9.22 10日
間）

受講者32名
・上級編（R5.10.13～R5.12.22 10日間）
受講者26名

４　犯罪被害者等を支える人材の育成
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概要　※第３期計画から転記 令和元年度の実施状況 令和２年度の実施状況 令和３年度の実施状況 令和４年度の実施状況 令和５年度の実施状況施策事業等

②支援者、相談員等に対する研修等の実施
〇県職員、県警職員、市町村職員等
を対象に、研修や講演会を開催し、
犯罪被害者等の心情、二次被害の防
止、県の支援策全般について理解を
深め、被害者支援に携わる職員の資
質向上を図ります。
〇支援者、相談員等のスキルアップ
のための研修会等を実施します。

○県職員や市町村職員等を対象とした各
種研修の実施
・県職員を対象とした人権研修へ講師派
遣　１回

・市町村と協働で市町村職員等に対する
研修を実施　３市５回

〇支援者、相談員等のスキルアップのた
めの研修会等を実施
・支援者、相談員等のスキルアップのた
めの研修会を実施　１回

・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　1回

○県職員や市町村職員等を対象とした各
種研修の実施
・県職員を対象とした人権研修へ講師派
遣　新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止
・市町村と協働で市町村職員等に対する
研修を実施　新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止

〇支援者、相談員等のスキルアップのた
めの研修会等を実施
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　4回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施　1回

○県職員や市町村職員等を対象とした各
種研修の実施
・県職員を対象とした人権研修へ講師派
遣　新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため中止
・市町村と協働で市町村職員等に対する
研修を実施　新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため中止

〇支援者、相談員等のスキルアップのた
めの研修会等を実施
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施
新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため中止
・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施

「かならいん」相談員対象　1回
サポートステーション相談員対象　1回

○県職員や市町村職員等を対象とした各
種研修の実施
・県職員を対象とした人権研修へ講師派
遣　３回

・市町村と協働で市町村職員等に対する
研修を実施　４市４回

〇支援者、相談員等のスキルアップのた
めの研修会等を実施
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施
１回

・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施
「かならいん」相談員対象　1回
サポートステーション相談員対象　1回

○県職員や市町村職員等を対象とした各
種研修の実施
・県職員を対象とした人権研修へ講師派
遣　４回

・市町村と協働で市町村職員等に対する
研修を実施　２市４回

〇支援者、相談員等のスキルアップのた
めの研修会等を実施
・性犯罪・性暴力被害支援者研修の実施
１回

・相談・支援技術向上のための研修の実
施　5回
・メンタルヘルスケアのためのスーパー
バイズ研修の実施
「かならいん」相談員対象　２回
サポートステーション相談員対象　１

回

・各警察署等指定の被害者支援要員を対
象とした研修会を実施

・各警察署等指定の被害者支援要員を対
象とした研修会を実施

・各警察署等指定の被害者支援要員を対
象とした研修会を実施

・各警察署等指定の被害者支援要員を対
象とした研修会を実施

・各警察署等指定の被害者支援要員を対
象とした研修会を実施

・被害少年への支援について警察職員を
対象とした研修会等を実施

・被害少年への支援について警察職員を
対象とした研修会等を実施

・被害少年への支援について警察職員を
対象とした研修会等を実施

・被害少年への支援について警察職員を
対象とした研修会等を実施

・被害少年への支援について警察職員を
対象とした研修会等を実施

・市町村ＤＶ担当職員及び女性相談員等
への研修を実施

・市町村ＤＶ担当職員及び女性相談員等
への研修（書面開催含む）を実施

・市町村ＤＶ担当職員及び女性相談員等
への研修（書面開催含む）を実施

・市町村ＤＶ担当職員及び女性相談員等
への研修を実施

・市町村ＤＶ担当職員及び女性相談員等
への研修を実施

・児童相談所新任研修等で、死亡事例検
証等をテーマとした研修を実施

・児童相談所新任研修等で、死亡事例検
証等をテーマとした研修を実施（Skype
等による開催含む）

・児童相談所新任研修等で、死亡事例検
証等をテーマとした研修を実施（Skype
等による開催含む）

・児童相談所新任研修等で、死亡事例検
証等をテーマとした研修を実施（Skype
等による開催含む）

・児童相談所新任研修等で、児童相談所
業務や虐待対応の基本、ケースマネジメ
ント等をテーマとした研修を実施した。

〇性犯罪・性暴力被害者への対応と
して、産婦人科など医療従事者等の
育成を図る研修会等を実施します。

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科など医療従事者等の育成を
図る研修会等を実施
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修会
（新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止）
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会
（新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止）

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科など医療従事者等の育成を
図る研修会等を実施
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修会
新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため中止
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科など医療従事者等の育成を
図る研修会等を実施
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修　1回（オンライン開催）
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科など医療従事者等の育成を
図る研修会等を実施
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修　1回（オンライン開催）
・地域医療機関の医療従事者を対象とし
た研修会　１回

〇性犯罪・性暴力被害者への対応とし
て、産婦人科など医療従事者等の育成を
図る研修会等を実施
・産婦人科の医療従事者等を対象とした
研修　1回（オンライン開催）

③支援者、相談員等を支える取組の実施
〇支援者、相談員等のメンタルヘル
スケアのため、専門家等による助言
指導等を実施します。

〇支援者、相談員等のメンタルヘルスケ
アのため、専門家等による助言指導等を
実施
・「かならいん」相談員対象　1回

〇支援者、相談員等のメンタルヘルスケ
アのため、専門家等による助言指導等
（スーパーバイズ）を実施
・「かならいん」相談員対象　1回

〇支援者、相談員等のメンタルヘルスケ
アのため、専門家等による助言指導等
（スーパーバイズ）を実施
・「かならいん」相談員対象　1回
・サポートステーション相談員対象　1回

〇支援者、相談員等のメンタルヘルスケ
アのため、専門家等による助言指導等
（スーパーバイズ）を実施
・「かならいん」相談員対象　1回
・サポートステーション相談員対象　1回

〇支援者、相談員等のメンタルヘルスケ
アのため、専門家等による助言指導等
（スーパーバイズ）を実施
・「かならいん」相談員対象　2回
・サポートステーション相談員対象　1回

④支援ボランティア登録制度の運用
〇支援等を担う人材の裾野を広げる
とともに、犯罪被害者等のニーズに
即した支援ができるよう、支援ボラ
ンティアの登録制度を運用し、ボラ
ンティア登録者の拡大と活動の促進
を図ります。

〇普及啓発ボランティアの活動の活
性化を図り、犯罪被害者等支援につ
いての理解促進を進めます。

〇「生活支援ボランティア」のあり
方については、市町村を交えて検討
を行い、ボランティア登録制度の見
直しを検討します。

○犯罪被害者等支援を担うボランティア
の募集とボランティア登録等を実施
・ボランティア登録者：116名
(R2.3末現在）

○登録ボランティアを対象にした研修を
実施
受講者　23名

○市町村等と連携し、犯罪被害者等への
生活支援を行うための検討を実施

○犯罪被害者等支援を担うボランティア
の募集とボランティア登録等を実施
・ボランティア登録者：106名
(R3.3末現在）

○登録ボランティアを対象にした研修を
実施
新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため中止

○市町村等と連携し、犯罪被害者等への
生活支援を行うための検討を実施

○犯罪被害者等支援を担うボランティア
の募集とボランティア登録等を実施
・ボランティア登録者：106名
(R4.3末現在）

○登録ボランティアを対象にした研修を
実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため中止

○市町村等と連携し、犯罪被害者等への
生活支援を行うための検討を実施

○犯罪被害者等支援を担うボランティア
の募集とボランティア登録等を実施
・ボランティア登録者：107名
(R5.3末現在）

○登録ボランティアを対象にした研修を
実施
受講者　21名

○市町村等と連携し、犯罪被害者等への
生活支援を行うための検討を実施

○犯罪被害者等支援を担うボランティア
の募集とボランティア登録等を実施
・ボランティア登録者：106名
(R6.3末現在）

○登録ボランティアを対象にした研修を
実施
受講者　15名

○市町村等と連携し、犯罪被害者等への
生活支援を行うための検討を実施

⑤専門性の強化促進
〇ＰＴＳＤ対策、思春期精神保健専
門家の養成のため、厚生労働省が精
神科病院協会や国立精神・神経セン
ターに委託している研修への各所属
(精神保健福祉センター・保健福祉
事務所等)職員の参加を促進しま
す。

○PTSD対策、思春期精神保健専門家養成
のため、厚生労働省が委託実施している
研修の案内を県域の各機関長あてに送付
・研修受講者　34名

○PTSD対策、思春期精神保健専門家養成
のため、厚生労働省が委託実施している
研修の案内を県域の各機関長あてに送付
・研修受講者　61名

○PTSD対策、思春期精神保健専門家養成
のため、厚生労働省が委託実施している
研修の案内を県域の各機関長あてに送付
・研修受講者　62名

○PTSD対策、思春期精神保健専門家養成
のため、厚生労働省が委託実施している
研修の案内を県域の各機関長あてに送付
・研修受講者　69名

○PTSD対策、思春期精神保健専門家養成
のため、厚生労働省が委託実施している
研修の案内を県域の各機関長あてに送付
・研修受講者　89名
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